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我が国の科学技術人材の流動性調査 

調査結果の概要 

 
本調査では、我が国の大学・公的機関・民間企業等で現在研究活動を行っている 2,000

名の研究者に対して、現在の所属機関や学位取得状況、職業経歴、流動に対する意識面な

どを調査項目として調査を実施しました。有効回答者数は 1,036 名（民間企業 509 名、大

学等 311 名、公的機関 180 名、非営利団体・その他 36 名）であり、有効回答率は 51.8%
でした。この調査により以下のことが明らかとなりました。 
 
【流動状況について】 
① これまでのキャリアにおいて異動を経験したものは 66.1％を占め、年々増加している。

過去同様の調査方法で実施した調査※では、異動を経験したものの割合は、38.1％（2000
年度）、47.5％（2002 年度）、49.0％（2004 年度）であった。 
※文部科学省「平成 16 年度 我が国の研究活動に関する調査報告」、この調査は本調査と同様の方法

で抽出した 2000 名の研究者に対して、研究環境等の意識について調査を行ったものであり、質問

項目の一つにキャリアにおける異動経験の有無がある。 

 
② 異動経験割合を勤務先セクター別に比較すると、大学等に所属するものは異動経験割合

が 83.3%と高いが、民間企業に所属するものは 53.0％と低い。 
 
③ 回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号取得者（回答者全体の

55.7%）の異動回数平均は 1.53 回、博士号未取得者の異動回数平均 1.07 回である。ま

たポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）に着目すると異動平均回数は 2.65 回と更に

多く、博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っている。 
 
④ 異動全体で不明を除く回答（回答者の異動延べ総数 1,371 回：うち不明が 357 回）のう

ちでは、国内機関間の異動は 88.2％と大半を占め、国内機関から海外機関への異動が

5.3%、海外機関から国内機関への異動が 6.0％、海外機関間の異動が 0.5%と少ない。 
 
⑤ 異動に伴う処遇の変化について、異動前後の給与（平均年収）を比較してみると、異動

全体の 78.2%において給料が増加しており、変化なしもしくは給与が減少したのは全体

の 21.4％を占める。研究者の異動に伴い給与（平均年収）が上昇していることがわかる。 
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⑥ 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定のものは 2.0%と非常に少なく、予定

をしていないものが 96.1%と大半を占める。日本において研究活動を行う研究者で海外

に行こうと考える研究者が現状では少ない。 
 
【流動に関する意識について】 
⑦ 日本人研究者の流動状況について 5 年前と比較すると、やや増加したという回答が多

い。しかしながら他先進諸国との流動性を比較すると国内機関間及び国内から海外、海

外から国内の流動とも低いという回答が多く、特に国内から海外への流動性がより低い

という回答が多い。 
 
⑧ 国内から海外への流動が低い理由として、“海外へ移籍した後に日本に帰ってくるポス

トがあるか不安”、“海外機関へ移籍するためのコネクションがない”という回答が多い。 
 
⑨ 日本全体の流動性増加に伴うメリットについて、新しい研究領域の開拓や新しい文化の

取り入れのように研究機関及び研究者個人双方ともに様々な回答がある。一方、流動性

増加に伴うデメリットとしては、研究機関は人材、ノウハウの流出だけでなく、長期研

究計画の設定・実施の困難が挙げられるものの全体としてメリットのほうが高めの回答

になっている。研究者の給与に関しては流動性の増加にあまり左右されないと感じてい

る研究者が多いことが伺える。 
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１．流動状況 
①これまでのキャリアにおける異動経験 

回答者のこれまでのキャリアにおいて異動を経験したものの割合は 66.1％を占める。

2000、2002、2004 年度に実施された文部科学省調査(※)での研究者異動経験有無を調査した

結果と比較して、異動経験者の割合は増加している。 

61.9

52.5 51.0

33.9
38.1

47.5 49.0

66.1

0

10

20

30

40
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※2000年度[N=659] ※2002年度[N=1355] ※2004年度[N=1122] 本調査結果

2007年度[N=1036]

(%)

異動経験なし 異動経験あり

※　文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」（平成16年度）より作成  

図 1. これまでのキャリアにおける異動経験有無の割合（経年変化） 
 
異動経験割合を勤務先セクター別に比較すると、民間企業に所属するもので異動経験の

ある研究者は 53.0%と他のセクター（大学等[83.3%]、公的研究機関[71.1%]、非営利団体・

その他[82.4%]）と比較して非常に少ない。 

71.1% [128名]

82.4% [28名]

53.0% [270名]

66.2% [685名]

83.3% [259名]

47.0% [239名]

17.6% [6名]

28.9% [52名]

16.7% [52名]

33.8% [349名]

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間企業[N=509]

非営利団体・その他 [N=34]

公的機関 [N=180]

大学等 [N=311]

全体 [N=1,034]

異動経験あり 異動経験なし  
図 2. これまでのキャリアにおける異動経験有無の割合（セクター別） 

 
②これまでのキャリアにおける異動回数 

回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号を取得した研究者（回

答者全体の 55.7%）に着目してキャリア異動回数を比較してみると、博士号取得者のキ

ャリア異動平均回数は 1.53 回であり、博士号を取得していない研究者のキャリア異動

平均回数 1.07 回と比べると、博士号取得者の異動回数は多い。 
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また、博士号取得者のうちでポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）と未経験者のキ

ャリア異動回数を比較すると、ポスドク経験者のほうが平均異動回数（2.65 回）は多い。

博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っているといえる。 

[N=1,036]
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図 3. これまでのキャリアにおける異動回数（博士号取得別、ポスドク経験別） 

 
③国内外のキャリア異動状況 
これまでの国内及び海外を含むキャリア異動状況を整理すると、国内機関間の異動は全

体の 88.2%を占め、国内機関から海外機関への異動は 5.3%、海外機関から国内機関への異

動は 6.0%、海外機関間の異動は 0.5%である。国内海外間の流動は少ない。 
 

表 1. 国内外のキャリア異動回数（延べ数） 
異動先 [N=1,014] 

※不明を除く 国内機関 海外機関

894 回 54 回国内 

機関 88.2% 5.3%

61 回 5 回

異
動
元 海外 

機関 6.0% 0.5%

不明もしくは

無記入 
357 回 

 
④異動に伴う処遇の変化 

異動前後の給与（平均年収）を比較してみると、異動全体の 78.2%において給料が増加

しており、変化なしもしくは給与が減少したのは全体の 21.4％を占める。研究者の異動に

伴って給与（平均年収）が上昇していることがわかる。 
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[N=1,371]
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図 4. キャリア異動前後における給与（平均年収）の変化 

 
⑤近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定 
回答者に近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定について質問したところ、予

定していると回答したものが 2.0%と少なく、予定していないと回答したものが 96.1%を占

める。日本で活動する研究者で海外にて研究活動を行おう考えるものは少ないという状況

が見てとれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5. 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定 
 

２．流動に関する意識 
①日本人研究者の流動状況 
日本人研究者の流動状況について 5 年前と比較すると、やや増加したという回答が多い。

しかしながら他先進諸国との流動性を比較すると国内機関間及び国内から海外、海外から

国内の流動とも低いという回答が多く、特に国内から海外への流動性がより低いという回

答が多い。 
 
 

 
図 6. 5 年前と比較した日本人研究者の流動状況 

3.74
日本人研究者の流動性は5年前に比べて

[N=799]
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996名,
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予定してい

る, 21名,
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図 7. 日本における流動性と他先進諸国との比較 

 
②国内から海外への流動が低い理由 
国内機関から海外機関への流動性が他の先進諸国と比較して低い理由として、“海外へ

移籍した後、日本に帰ってくるポストがあるか不安”という帰国後のポストの不安や“海

外の研究機関に移籍するためのコネクションがない”というコネクションの問題が強く意

識されている。また“日本の方が生活環境がよい”や“他の先進諸国と距離的に離れてい

る”という生活環境や地理的な問題の意識も強い。 
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図 8.  国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由 
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③日本において研究者の流動性が増加した際のメリット・デメリット 
日本において研究者の流動性が増加した際のメリットについて、“所属機関は新しい研

究領域を開拓できる”、“所属機関は新しい文化を取り入れられる”といった所属機関の研

究・文化の発展に関する項目の意識が強く、研究者個人にとっても“研究者が異分野との

研究者と交流できる”という研究者交流の発展に関する項目の意識が強い。全体的には、

所属機関にとっても研究者個人にとっても様々なメリットがあることがわかる。 
次に、日本において研究者の流動性が増加した際のデメリットとしては、“所属機関のノ

ウハウが流出しやすくなる”、“長期の研究計画の設定が困難になる”や“所属機関は優れ

た人材を失いやすくなる”といった人材、ノウハウの流出だけでなく、長期研究計画の設

定・実施が困難であるという意識が強い。研究者の給与に関しては、流動性の増加にあま

り左右されないという意識が伺える。 
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3.32

3.79
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3.89
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図 9. 日本において研究者の流動性が増加した際のメリット 
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図 10. 日本において研究者の流動性が増加した際のデメリット 
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０．はじめに 
 
我が国は他の先進諸国に先駆けて少子高齢化がますます進展し、労働人口は今後大幅に

減少していくことが推測される。一方で、知識基盤社会が発展していくに伴い、科学技術

研究人材の重要性はより高まっていくものと考えられる。 
2006 年 3 月に策定された第 3 期科学技術基本計画においては、「研究者の流動性を向上

し活力ある研究環境を形成する」ことや、任期制などの拡大に当たって「民間も含めた研

究者全体として流動性が高まっていくことが必要である」など、国全体としての科学技術

研究人材の流動性の向上が必要であるとされている。 
一方、世界的にみても研究人材の国際的な流動性に大きく関心がもたれており、2005 年

には OECD・EUROSTAT・UNESCO が「博士号取得後のキャリアパス Careers of 
Doctorate Holders (CDH)」プロジェクトを立ち上げた。このプロジェクトには、米国・日

本・ヨーロッパ等 OECD 加盟国がメンバーとなり、第一回専門家会合が、2005 年 3 月に

開催された。米国、英国、北欧諸国など多数の国で本 CDH 調査に対するアウトプットが提

出されているものの、日本からはこれまで提出はされていなかった。 
以上のように、人材の流動性については、科学技術人材政策において国内外共に高い関

心がもたれている。しかし、我が国については、こうした動向に対応したデータが非常に

不足しているのが現状である。 
 
これらの状況を鑑み、本調査は文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課と科学技術

政策研究所第一調査研究グループが連携して、現在科学技術に関する研究活動を実施して

いる研究者 2,000 名を抽出し、研究者個人へ現在の所属機関や学位取得状況、職業経歴、

流動に対する意識面などを調査項目として調査を実施した。 
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１．調査の目的・方法等 
 

１-１ 調査の目的 
我が国における科学技術の将来は、その担い手である科学技術人材の知的研究活動に大

きく関わっている。2006 年 3 月に策定された第 3 期科学技術基本計画においても、世界の

科学技術をリードし、研究活動を一層活性化するためには、人材の流動性を高めることが

重要であると認識されている。この点において、流動的な研究環境を創出させるために、

研究者に対して任期を付して採用すること等の施策を行なっている。 
また、国際的にも研究者の国際流動等について高い関心がもたれており、OECD/CSTP(科

学技術政策委員会)/NESTI（科学技術専門家会合）が、UNESCO、EUROSTAT との合同

プロジェクトとして、国際流動性の定量的な実体把握等を目的とする「博士号取得後のキ

ャリアに関する調査（以下 CDH 調査）」の検討が行われている。しかしながら、現在我が

国については、国内外におけるこうした動向に対応した研究者に関するデータは不足して

いるのが現状である。 
これらのことから、本調査研究は我が国の研究者の個人的属性、教育歴、職業経験とい

った流動に関する定量データ及び流動に対する意識等の実態を把握することを目的として

実施した。 
 

１-２ 調査対象と実施方法 
調査対象者は、現在日本で研究活動を行っている 2,000 名の研究者とした。具体的には、

2005 年度中に JSTPlus ファイル（※）に登録された論文（約 83 万件）から無作為に抽出し

た論文の第 1 著者もしくは第 2 著者を、現在研究活動を行っている研究者とみなして、そ

れらの中から 2,000 名を民間企業 50％、大学等 30％、公的研究機関等 15％、その他機関 5％
の割合となるよう層化無作為抽出を行った。 
調査は、郵送法により実施した。調査対象研究者に対して調査票を郵送し、記入、返送

していただき、回収、集計をおこなった。既に所属機関から転籍している研究者について

も出来うる限り追跡を依頼して、調査票を届けることとした。 
 
（※）科学技術振興機構（JST）が提供する JOIS（JST Online Information Systems）

に含まれている、科学技術全分野（医学を含む）に関する文献情報データベースフ

ァイルの名称。 
 

１-３ 調査期間等 
調査票発送日：2008 年 2 月 
調査票締切日：2008 年 3 月 
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２．調査結果 
 

２-１研究者プロフィール 
２-１-１ 回収率 
調査対象者 2,000 名のうち、1,036 名の有効回答を得ることができた。回収率は 51.8％で

ある。セクターごとの回収率は、大学等 51.7％、公的研究機関 59.4％、民間企業 51.2％、

非営利団体・その他 36.0％である。（表 1） 

表 1 調査票配布数・回答数（回収率） 

  
配布数 

[名] 

回答数 

[名] 

回収率 

[％] 

民間企業 995 509 51.2 

非営利団体 

・その他 
100 36 36.0 

公的機関 303 180 59.4 

大学等 602 311 51.7 

全体 2,000 1,036 51.8 

 
２-１-２ 性別・年齢・国籍など 
＜性別＞ 
有効回答 1,036 名のうち、男性は 947 名（91.1％）、女性は 89 名（8.6％）である。（図 1） 

[N=1,036]

男性,
947名,
91.1%

女性,
89名,
8.6%

 
図 1 回答者の性別内訳 

＜年齢構成＞ 
回答者全体では、24 歳以下が全体の 0.1%、25 歳～34 歳が 10.3%、35 歳～44 歳が 28.5%、

45 歳～54 歳が 34.7%、55 歳～64 歳が 22.2%、65 歳以上が 4.1%である。（図 2） 
 
 



 4 

9.9%

14.6%

10.3%

28.2%

31.5%

28.5%

35.4%

28.1%

34.7%

22.3%

21.3%

22.2%

4.0%

4.5%

4.1%

0.1%

0.0%

0.1%

0.1%

0.0%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
[N=947]

女性
[N=89]

全体
[N=1,036]

24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 不明
 

図 2 回答者の男女別年齢構成 

＜国籍構成＞ 
調査対象者を１-２節に示す方法で抽出しているため、日本国籍のものが大半（98.3%）

を占める結果となっている。日本国籍以外のものとしては、韓国（朝鮮）国籍が 2 名、中

国国籍が 2 名である。 

[N=1,036]

日本,

1018名,

98.3%

韓国（・朝

鮮）, 2名,

0.2%

中国, 2名,

0.2%

その他（無

記入、不明

含）, 14名,

1.4%

 
図 3 回答者の国籍構成 
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＜子供の有無＞ 
回答者のうちで子供を有するものの割合は 76.1%である。 

[N=1,036]

有, 788名,
76.1%

無, 246名,
23.7%

無回答,
2名, 0.2%

 
図 4 回答者の子供の有無 

 

２-１-３ 職業・勤務地、年収など 
回答者の現勤務先国、勤務先セクター別、男女別の勤務年数、担当分野、勤務における

任期の有無、勤務形態、セクター別・勤務形態別の年収について、図 5～図 14および表 2
にそれぞれ列挙する。 
 
＜勤務先国＞ 
回答者の現在の勤務先国は、1031 名（99.5%）が日本国内であり、現在海外に勤務して

いるものが 2 名（0.2%）である。（図 5） 

[N=1,036]

海外, 2名,

0.2%

無回答,

3名, 0.3%

日本国内,
1031名,

99.5%

 
図 5 回答者の勤務先国 
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＜勤務先セクター＞ 
回答者の現在勤めている勤務先内訳は、男女全体では民間企業が 509 名（49.2%）、大学

等が 311 名（30.1%）、公的研究機関が 180 名（17.4%）、非営利団体・その他が 34 名（3.3%）

である。（図 6） 

52.0%

20.2%

16.7%

24.7%

28.4%

48.3%

49.2% (509名)

3.3% (34名)

6.7%

3.0%

17.4% (180名) 30.1% (311名)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 [N=945]

女性 [N=89]

合計 [N=1,034]

民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等
 

図 6 回答者の勤務先セクター 

 
年齢構成別に見ると、55 際以上 64 歳以下の回答者においては大学等に勤務するものの割

合が 41.0%と多く、35 歳以上 44 歳以下の回答者においては民間企業に勤務するものの割

合が 58.0%と多く、大学等に勤務するものの割合が 23.1%と少ない。また、65 歳以上の回

答者においては民間企業に勤務するものの割合が 35.7%と少なく、非営利団体・その他に

勤務するものの割合が 19.0%と多くなっている。これは定年制の影響によるものと考えら

れる。（図 7） 

53.3%

58.0%

48.1%

35.7%

49.2%

17.8%

16.9%

21.1%

13.1%

17.4%

40.2%

19.0%

3.3%

1.9%

2.0%

1.4%

5.7%

11.9%

30.1%

33.3%

41.0%

29.4%

23.1%

27.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25歳以上34歳以下
[N=107]

35歳以上44歳以下
[N=295]

45歳以上54歳以下
[N=360]

55歳以上64歳以下
[N=229]

65歳以上　[N=42]

全体　[N=1034]

民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等
 

図 7 回答者の年齢構成別、勤務先セクター 
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＜勤務年数＞ 
回答者の現在勤めている勤務先における勤務年数内訳は、10 年以上のものが 572 名

（57.3%）を占め、5 年以上 10 年未満のものが 220 名（22.0%）、3 年以上 5 年未満のもの

が 103 名(10.3%)、1 年以上 3 年未満のものが 93 名（9.3%）、1 年未満のものが 10 名（1.0%）

である。（図 8） 

9.6%

17.4%

20.9%

33.7%

1.1%

0.0%

1.0%(10名)

9.1%

11.6%

9.3%
(93名)

10.3%
(103名）

22.0% (220名)

59.2%

37.2%

57.3% (572名)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 [N=912]

女性 [N=86]

合計 [N=998]

1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上
 

図 8 回答者の勤務年数 

＜勤務担当分野＞ 
回答者の勤務担当分野は、工学分野が 543 名（52.5%）と最も多く、次いで保健分野 249

名（24.1%）、理学分野 129 名（12.5%）、農学分野 98 名（9.5%）、社会科学 9 名（0.9%）、

人文科学 7 名（0.7%）である。（図 9） 
セクター別に見ると、民間企業においては工学分野が最も多くを占め（78.4%）、大学等、

非営利団体・その他においては保健分野（それぞれ 51.0%、45.7%）が多くい。一方、公的

機関では、農学分野（35.2%）が多くを占める。（図 10）日本全体における研究者の勤務分

野のセクター別と比較すると、民間企業、公的機関においてはさほど相違はない。しかし

ながら、大学等においては人文科学分野、社会科学分野の割合が小さい。これは、本調査

の調査対象を JSTPlus ファイルに登録された論文から無作為に抽出した論文の第一著者か

ら抽出している（１-２節参照）ため、当該分野の研究者の抽出割合が小さくなったものと

想定される。非営利団体・その他については回答者サンプル数も少ないため、比較は難し

いと判断した。 

[N=1,035]

保健,
249名,
24.1%

人文科学,
7名, 0.7%

社会科学,
9名, 0.9%

理学,
 129名,
12.5%

農学, 98名,
9.5%

工学,
 543名,
52.5%

 
図 9 回答者の勤務担当分野 
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0.2%

0.0%

0.0%

1.9%

0.7%0.9%

0.4%

2.9%

0.5%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間企業[N=509]

非営利団体・その他 [N=35]

公的機関 [N=182]

大学等 [N=308]

全体 [N=1,035]

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健
 

図 10 回答者の勤務担当分野（セクター別） 

16.1%

20.7%

22.4%

9.6%

14.6%

75.9%

44.5%

27.6%

17.8%

53.5%

3.7%

9.4%

32.0%

4.5%

6.3%

11.5%

11.0%

34.7%

13.7%

2.3%

1.2%

12.4%

4.0%

4.9%

1.2%(人文科学+社会科学)

10.7%

1.7%

12.4%

3.1%

3.1%

8.7%

4.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間企業

非営利団体・その他

公的機関

大学等

全体

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 その他出典：平成19年科学技術研究調査報告を基に作成

 
（参考）図 11 日本における研究者の勤務担当分野（セクター別） 

 
＜任期＞ 
回答者の現在の勤務先における任期状況について、任期有で雇用されている割合は

20.8%、任期のない雇用は 78.1%である。（図 12） 
セクター別に比較してみると、大学等においては任期有での雇用割合が 32.5%と他のセ

クターよりも高くなっており、非営利団体・その他においてもサンプル数は少ないものの

44.1%と高い値となっている。 
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20.8%

32.6%

19.7%

78.1%

65.2%

79.3%

1.0%

2.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 [N=947]

女性 [N=89]

合計 [N=1,036]

任期有 任期無 無回答・不明  
図 12 回答者の任期（性別） 

32.5%

20.7%

66.9%

78.1%

13.6%

44.1%

16.1%

84.9%

55.9%

82.8%

1.2%

0.6%

1.1%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間企業[N=509]

非営利団体・その他 [N=34]

公的機関 [N=180]

大学等 [N=311]

合計 [N=1,034]

任期有 任期無 無回答・不明  

図 13 回答者の任期（セクター別） 

＜勤務形態＞ 
回答者のうちでフルタイムでの勤務形態のものが 97.6%を占める。 

97.7%

96.6%

97.6%

②1.9%

②2.2%

②1.9%

③0.5%

③1.1%

③0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 [N=947]

女性 [N=89]

合計 [N=1,036]

①フルタイム ②パートタイム ③無回答・不明  
図 14 回答者の勤務形態 
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＜平均年収＞ 
回答者の現在の勤務先における平均年収について、民間企業にフルタイムで勤務するも

のの平均年収は 932.7 万円（平均年齢 45.9 歳）であり、大学等にフルタイムで勤務するも

のは 934.7 万円（平均年齢 49.6 歳）、公的研究機関にフルタイムで勤務するものは 827.9
万円（平均年齢 46.5 歳）である。 

表 2 平均年収（勤務形態・セクター別） 

   勤務形態 

   フルタイム パートタイム 

   

平均年収 

[万円] 

平均年齢

[歳] 

有効回答数

[名] 

平均年収

[万円] 

平均年齢 

[歳] 

有効回答数

[名] 

民間企業 932.7 45.9 484 516.7 65.3 6 

非営利団体・

その他 825.2 52.7 27 248.0 70.6 5 

公的機関 827.9 46.5 174 533.3 66.0 3 

勤
務
先 

大学等 934.7 49.6 295 687.5 57.3 4 

 
２-１-４ 学歴・博士号取得状況 

 
＜学位取得状況＞ 

回答者の最終学位取得状況について、博士号取得者（課程、論文を含む）は全体の 55.7%
に達している。一方修士号取得者は全体の 18.9%、学士号取得者は 19.3%である。高校、

短大、高専等のものも 4.3％存在する。（図 15） 
セクターごとに比較してみると、やはり大学等のセクターでは課程博士、論文博士の占

める割合が高く、それぞれ 46.3%、42.1%とセクター内で 9 割近くを占めている。一方民間

企業では、博士号取得者（課程、論文を含む）の割合は 35.5％であり、他のセクターと比

較すると最も低い。逆に、修士の割合が 29.7%と他のセクターと比較して高くなっている。

（図 16） 

19.0%

18.0%

18.9%

24.6%

29.2%

25.0%4.3%

13.5%

3.5%

19.3%

16.9%

19.5%

1.3%

0.0%

1.2%

30.7%

22.5%

31.5%

0.6%

0.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 [N=947]

女性 [N=89]

合計 [N=1,036]

高校、短大、高専等 学士まで 修士まで 博士満期退学 博士（課程） 博士（論文） 不明
 

図 15 回答者の学位取得状況（男女別） 
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5.3%

23.5%

3.9%

4.4%

27.1%

14.7%

25.0%

3.5%

19.2%

29.7%

5.9%

13.3%

5.8%

21.4%

17.6%

33.3%

46.3%

30.9%

14.1%

38.2%

23.3%

42.1%

25.0%

1.0%

18.9%

1.4%

0.0%

0.6%

1.3%

1.2%

1.0%

0.0%

0.6%

0.0%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間企業[N=509]

非営利団体・その他 [N=34]

公的機関 [N=180]

大学等 [N=311]

全体 [N=1,034]

高校、短大、高専等 学士まで 修士まで 博士満期退学 博士（課程） 博士（論文） 無効
 

図 16 回答者の学位取得状況（セクター別） 

 
＜ポスドク経験者＞ 
回答者のうちでこれまでポスドクを経験したものは、全体の 12.0%（124 名）を占め、ポ

スドク経験者のうちでは 45 歳～54 歳のものが約半分を占める。（図 17） 
 

[N=1,036]

65歳以上,

8名, 0.8%

24歳以下,

0名, 0.0%

25～34歳,

14名, 1.4%35～44歳,

24名, 2.3%

55～64歳,

26名, 2.5%45～54歳,

52名, 5.0%ポスドク経験あり,

124名, 12.0%

ポスドク経験なし,

912名, 88.0%

 
図 17 回答者のポスドク経験 

 
＜博士号取得有無による勤務先セクター内訳＞ 
回答者のうちで博士号を取得したものの現在の勤務セクター別に見ると、大学等に勤務

するものは、全体の 47.7%とほぼ半分を占める。次いで民間企業 31.4%、公的機関 17.7%
である。（図 18）一方博士号を取得していないものは、民間企業に勤務するものが全体の

71.8%と大半を占め、次いで公的機関 17.1%、大学等 7.9%となっている。（図 19） 
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回答者のうち博士号取得者の勤務セクター別内訳 [N=577]

17.7%
(102名)

3.3%
(19名)

31.4%
(181名)

47.7%
(275名)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等

割
合

 
図 18 博士号取得者の勤務セクター別内訳 

回答者のうち博士号取得者以外の勤務セクター別内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [N=457]

17.1%
(78名)

3.3%
(15名)

71.8%
(328名)

7.9%
(36名)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

民間企業 非営利団体・その他 公的機関 大学等

割
合

 
図 19 博士号取得者以外の勤務セクター別内訳 

＜修士号・博士号取得国＞ 
回答者の中で博士号を取得したもののうち、日本国内で博士号を取得した研究者は全体

の 73.1%であり、海外で取得した研究者は 17.7%である。また、修士号・博士号ともに日

本国内で取得した研究者は名 327 名（有効回答総数 577 名）存在し、博士号取得者全体の

56.7%を占める。一方、修士号・博士号とも海外で取得した研究者は 2 名しかおらず全体の

0.3%に過ぎない。（表 3） 

表 3 修士号・博士号を取得した国 

  博士号を取得した国 

  日本 日本以外の国
不明・ 

無回答 
合計 

  人数[名] 人数[名] 人数[名] 人数[名] 

修士号を取得した国 [割合(％)] [割合(％)] [割合(％)] [割合(％)] 

327 8 1 336 
日本 

[56.7]  [1.4]  [0.2]  [58.2]  
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8 2 2 12 
日本以外の国 

[1.4]  [0.3]  [0.3]  [2.1]  

87 102 40 229 
不明・無回答 

[15.1]  [17.7]  [6.9]  [39.7]  

422 112 43 577 
合計 

[73.1]  [19.4]  [7.5]  [100.0]  

 
＜博士号取得分野＞ 

回答者のうち博士号取得者の博士号取得分野は、工学分野が 43.4%と最も多く、次いで

保健分野 32.6%、理学分野 12.4%、農学分野 10.6%である。（図 20）博士号取得者の博士

取得分野と現在の勤務担当分野の違いがあるかどうかをみるために、図 21に博士号取得者

の勤務担当分野を整理する。これらの図を比較すると、全体としては博士号取得分野内訳

と現在の勤務担当分野内訳は大きな相違はないことがわかる。 
また、博士号取得分野の更に詳細な内訳を見ると、最も人数の多い工学分野について電

気通信が 75 名、機械船舶航空が 51 名、その他が 48 名となっている。（表 4） 

[N=581]
※複数回答あり

不明・無回
答, 16名,

2.8%

保健,
184名,
32.6%

理学, 70名,
12.4%

工学,
245名,
43.4%

農学, 60名,
10.6%

社会科学,
2名, 0.4%

人文科学,
4名, 0.7%

 
図 20 博士号取得者の博士号取得分野 

[N=591]
※複数回答あり

理学, 75名,
12.7%

人文科学,
3名, 0.5%

社会科学,
4名, 0.7%

不明・無回
答, 11名,

1.9%

保健,
198名,
33.5%

農学, 50名,
8.5%

工学,
250名,
42.3%

 

図 21 博士号取得者の勤務担当分野 
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表 4 回答者の博士号取得分野（内訳）（複数回答あり） 

男性[名] 女性[名] 

分野 課程

博士 

論文

博士 

課程

博士 

論文

博士

有効

回答

総数

文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0 0 0 

人文科学 その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化学、図書館学、文化

人類学、人間関係学、行動科学など） 
1 1 0 2 4 

商学経済（商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、財政学、産業学、

経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システム学など） 
0 0 0 0 0 

社会学（社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観光学など） 0 0 0 0 0 
社会科学 

その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 0 1 0 2 

数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物理学、物性学、

物質理学、天文学、宇宙物理学など） 
11 5 1 0 17 

化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 15 5 1 0 21 

生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源学、生命科学、生

体機構学、自然環境学など） 
16 8 2 0 26 

地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 3 3 0 0 6 

理学 

その他（海洋科学、経営理学など） 0 0 0 0 0 

機械船舶航空（機械工学、精密機械工学、交通機械工学、生産工学、機械情報

工学、機械電子工学、機械制御工学、ロボティックス学、船舶工学、航空宇宙工

学など） 

34 17 0 0 51 

電気通信（電気工学、通信工学、電子工学、電子材料工学、電子物理工学、情

報処理工学、ソフトウェア学、情報システム工学、電子制御システム工学、メディ

ア通信工学、情報ネットワーク学、光システム工学など） 

48 26 1 0 75 

土木建築（土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市システム工学、建設

都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、環境計画学など） 
11 8 1 0 20 

材料（鉱山学、資源工学、鉱山土木学、金属工学、金属材料学、機械材料工学、

材料機能工学、材料加工学、材料工学、素材工学、材料プロセス工学など） 
25 19 5 2 44 

繊維（繊維工学、繊維化学、繊維染料学、繊維機械学、有機材料工学、高分子

材料工学など） 
5 2 0 0 7 

工学 

その他（応用化学、応用物理学、写真工学、印刷工学、画像工学、音響設計学、

原子力工学、エネルギー工学、経営工学、システムマネジメント工学、社会システ

ム工学、福祉環境工学、環境設計学、工芸学、工業デザイン学など） 

25 23 0 0 48 

農林（農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物防疫学、環境緑

地学、林学、森林科学、植物資源学など） 
7 14 1 1 23 

獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工学、畜産生産科

学、動物資源科学など） 
2 5 0 0 7 

水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産化学、水産食品

学、海洋生物資源学など） 
3 2 0 0 5 

農学 

その他（農芸化学、園芸化学、醸造学、食品化学、食品栄養学、農業工学、農業

土木学、生産環境工学、環境保護学、環境資源科学、農林生産学、農業経済

学、食品流通学など） 

11 11 2 1 25 

医学歯学（医学、歯学） 66 64 7 10 147 

薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 6 13 0 5 24 
保健 

その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理学療法学、臨床心

理学、栄養学、医療経営管理学など） 
4 2 3 4 13 

不明・無回答  13 3 16 

合計 535 46 581 
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表 5 博士号取得者の勤務担当分野（内訳）（複数回答あり） 

男性[名] 女性[名] 

分野 課程

博士 

論文

博士 

課程

博士 

論文

博士

有効

回答

総数

文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0 0 0 

人文科学 その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化学、図書館学、文化

人類学、人間関係学、行動科学など） 
1 1 0 1 3 

商学経済（商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、財政学、産業学、

経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システム学など） 
0 1 0 0 1 

社会学（社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観光学など） 1 0 0 0 1 
社会科学 

その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 0 1 0 2 

数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物理学、物性学、

物質理学、天文学、宇宙物理学など） 
5 7 0 0 12 

化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 16 6 1 0 23 

生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源学、生命科学、生

体機構学、自然環境学など） 
21 8 4 0 33 

地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 4 2 0 0 6 

理学 

その他（海洋科学、経営理学など） 1 0 0 0 1 

機械船舶航空（機械工学、精密機械工学、交通機械工学、生産工学、機械情報

工学、機械電子工学、機械制御工学、ロボティックス学、船舶工学、航空宇宙工

学など） 

42 16 0 0 58 

電気通信（電気工学、通信工学、電子工学、電子材料工学、電子物理工学、情

報処理工学、ソフトウェア学、情報システム工学、電子制御システム工学、メディ

ア通信工学、情報ネットワーク学、光システム工学など） 

47 29 1 0 77 

土木建築（土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市システム工学、建設

都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、環境計画学など） 
15 9 1 0 25 

材料（鉱山学、資源工学、鉱山土木学、金属工学、金属材料学、機械材料工学、

材料機能工学、材料加工学、材料工学、素材工学、材料プロセス工学など） 
23 20 0 0 43 

繊維（繊維工学、繊維化学、繊維染料学、繊維機械学、有機材料工学、高分子

材料工学など） 
4 4 0 0 8 

工学 

その他（応用化学、応用物理学、写真工学、印刷工学、画像工学、音響設計学、

原子力工学、エネルギー工学、経営工学、システムマネジメント工学、社会システ

ム工学、福祉環境工学、環境設計学、工芸学、工業デザイン学など） 

17 22 0 0 39 

農林（農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物防疫学、環境緑

地学、林学、森林科学、植物資源学など） 
10 11 1 1 23 

獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工学、畜産生産科

学、動物資源科学など） 
0 4 0 0 4 

水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産化学、水産食品

学、海洋生物資源学など） 
2 2 0 0 4 

農学 

その他（農芸化学、園芸化学、醸造学、食品化学、食品栄養学、農業工学、農業

土木学、生産環境工学、環境保護学、環境資源科学、農林生産学、農業経済

学、食品流通学など） 

7 9 1 2 19 

医学歯学（医学、歯学） 66 58 8 7 139 

薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 7 16 0 4 27 
保健 

その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理学療法学、臨床心

理学、栄養学、医療経営管理学など） 
9 10 4 9 32 

不明・無回答  8 3 11 

合計 542 49 591 
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表 6 博士号取得者の博士号取得分野と勤務担当分野の関係 

    人数[名]  割合[%] 

詳細分野において博士号取得分野と勤務担当分野が

一致するもの 
443 76.8 

6 分野分類（人文科学、社会科

学、理学、工学、農学、保健）上

では同じもの 

【詳細分野のみが異なるもの】 

58 10.1 博士号取得分野と勤

務担当分野が異なる

もの 
6 分野分類上でも分野が異なる

もの 
57 .9.9 

無効 19 3.3 

総数 577 100 
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＜博士号取得年齢＞ 
回答者の博士号取得時の年齢について、男性の平均は 34.2 歳、女性の平均は 35.4 歳であ

る。分野別にみると、理学分野の博士号取得年齢が最も低い。（表 7） 
その理由の一つとして、課程博士と論文博士の割合について表 4を用いて比較してみる

と、理学分野の課程博士割合は約 71%（課程博士 51 名、論文博士 21 名）であり、工学分

野は約 61%（課程博士 150 名、論文博士 95 名）、農学分野は約 43%（課程博士 26 名、論

文博士 34 名）、保健分野は約 47%（課程博士 86 名、論文博士 98 名）であり、理学分野に

おける課程博士の割合が多いため、博士号取得時の年齢平均が低いと想定される。 

表 7 回答者の博士号取得時の年齢（男女別、分野別） 

取得時の年齢[歳] 
男性 

有効 

回答者数 平均 中央値 

不明・無

回答数 

人文科学 2 34.5 34.5 0 

社会科学 1 35.0 35.0 0 

理学 64 31.5 30.0 2 

工学 238 35.5 34.0 5 

農学 54 34.0 34.0 1 

保健 151 33.3 32.0 4 

不明・無回答 13   

合計 523 34.2 32.0 12 

     

     

取得時の年齢[歳] 
女性 

有効 

回答者数 平均 中央値 

不明・無

回答 

人文科学 2 44.0 34.5 0 

社会科学 1 32.0 35.0 0 

理学 4 28.0 30.0 0 

工学 2 33.5 34.0 0 

農学 4 32.8 34.0 1 

保健 28 36.5 32.0 1 

不明・無回答 3   

合計 44 35.4 33.0 2 

 
＜博士号取得時の経済的支援＞ 
回答者の中で博士号取得者が博士号取得時に受けた経済的支援としては、課程博士の場

合、配偶者・パートナー・家族からの支援（大学所在国から）が最も多い。また、フルタ

イム、パートタイムを含む仕事による収入や、大学の所在国政府からの奨学金、大学の所

在国の個人あるいは団体からの奨学金がそれに次いで多い。一方で TA、RA の収入につい

ては、主財源としてよりも副財源としての回答が多くまだまだ金額としては十分ではない

ことが推測される。また、大学独自の基金等による奨学金についてもまだまだ少ない。（図 
22） 
論文博士の場合は大部分が仕事（フルタイム）の収入であり、それ以外には、仕事（パ

ートタイム）の収入、配偶者・パートナー・家族の支援（大学所在国から）、自分の貯蓄を

充当する、といった項目の回答が多い。（図 23） 
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[N=318]
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図 22 博士号取得時における経済的支援（課程博士） 
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図 23 博士号取得時における経済的支援（論文博士） 
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＜教育経験＞ 
回答者のうちで教育経験を有するものは 383 名（38.5%）であり、そのうちで 10 年以上

の教育経験を有するものは半分以上を占めている。 

[N=994]

無記入, 6名, 0.6%

3年未満,

65名, 6.5%

3年以上5年未満,

40名, 4.0%

5年以上10年未満,

63名, 6.3%
教育経験あり,

383名, 38.5%
教育経験なし,

611名, 61.5% 20年以上,

111名, 11.2%

10年以上20年未満,

98名, 9.9%

 
図 24 回答者の教育経験と教育経験年数 
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２-２ 研究者の流動状況 
２-２-１ キャリア異動回数、海外での研究経験 
 
＜キャリア異動（回数、経年変化）＞ 
回答者のキャリア異動状況について、これまでキャリア異動の経験がない研究者は回答

者全体の 33.9%（351 名）を占め、キャリア異動の経験を有するものは全体の 66.1%を占め

る結果となった。（図 25） 
2000、2002、2004 年度に実施された文部科学省調査(※)での研究者異動経験有無を調査し

た結果と比較して、異動経験者の割合は増加していることがわかる。（図 26）この要因と

しては、大学や公的機関における任期制導入が年々進んでいること、企業等での中途採用

者の増加などが考えられる。 
※文部科学省「平成 16 年度 我が国の研究活動に関する調査報告」、この調査は本調査と同様の方法

で抽出した 2000 名の研究者に対して、研究環境等の意識について調査を行ったものであり、質問

項目の一つにキャリアにおける異動経験の有無がある。 
[N=1,036]

8回, 0.4%
9回, 0.2%

10回以上,

0.0%

3回, 7.6%

2回, 13.3%

5回, 2.4%

4回, 4.8%

1回, 35.6%

0回, 33.9%

7回, 0.6%

6回, 1.2%

 
図 25 回答者のキャリア異動回数（割合） 
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0

10

20

30

40

50

60

70

80

※2000年度[N=659] ※2002年度[N=1355] ※2004年度[N=1122] 本調査結果

2007年度[N=1036]

(%)

異動経験なし 異動経験あり

※　文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」（平成16年度）より作成  

図 26 異動経験の有無（経年変化） 
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＜キャリア異動回数（性別、年齢別）＞ 
キャリア異動者の異動回数内訳を見ると、異動回数 1 回の研究者は全体の 35.6%（369

名）を占める。また、複数回（2 回以上）のキャリア異動を経験したものは全体の 30.5%に

過ぎない。（図 25、図 27） 
男女別に比較してみると、キャリア異動平均回数は、男性で 1.27 回、女性で 1.75 回であ

り、全体では 1.32 回である。女性のサンプル数が少ないため、一概には言えないものの女

性の方が男性よりもキャリア異動平均回数が多い結果となった。（図 27） 
 
次に年齢別のキャリア異動回数を比較すると、キャリア異動を経験していないものの割

合は年齢とともに減少しており、複数回のキャリア異動を経験したものの割合が増加して

いる。キャリア平均異動回数は、年齢層が上がるとともに増加しているが、45 歳以上 54
歳以下の回答者の値（1.59 回）と 55 歳以上 64 歳以下の回答者の値（1.53 回）が逆転して

おり、流動の高い年齢層であることがわかる。（図 28、図 29） 
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図 27 回答者のキャリア異動回数（男女別人数） 
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図 28 回答者のキャリア異動回数（年齢別①） 
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図 29 回答者のキャリア異動回数（年齢別②） 

 25歳以上34歳以下　[N=107]
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＜博士号取得別のキャリア異動回数＞ 
博士号を取得した研究者に着目してキャリア異動回数を比較してみると、博士号取得者

のキャリア異動平均回数は 1.53 回であり、博士号を取得していない研究者のキャリア異動

平均回数 1.07 回と比べると、博士号取得者の異動回数は多い。 
また、博士号取得者のうちでポスドク経験者と未経験者のキャリア異動回数を比較する

と、ポスドク経験者のほうが平均異動回数（2.65 回）は多い。（図 30） 
博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っているといえる。 
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図 30 回答者のこれまでのキャリアにおける異動回数（博士号取得別、ポスドク経験別） 

＜勤務セクター別キャリア異動経験＞ 
キャリア異動経験の有無について、回答者の現在の勤務先セクター別に比較すると、民

間企業に所属するもので異動経験のある研究者は 53.0%と他のセクター（大学等[83.3%]、
公的研究機関[71.1%]、非営利団体・その他[82.4%]）と比較して非常に少ない。（図 31） 
セクター別にキャリア異動回数の内訳をみると、大学等に所属するものは、複数回（2 回）

以上の異動を経験したものが 46.6%を占め、更には 5 回以上の異動を経験したものも 8.2%
と他のセクターに所属するものと比較すると多い。（図 33） 

2000、2002、2004 年度に実施された文部科学省調査と比較すると、民間企業及び公的機

関に所属する研究者の異動経験ありの割合が 20 ポイント程度上昇しており、大学等につい

ても 15 ポイント程度上昇している。 
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図 31 回答者のキャリア異動経験の有無（セクター別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）図 32 回答者のキャリア異動経験の有無（セクター別）：経年変化 
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図 33 回答者のキャリア異動回数（セクター別） 
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＜異動に伴う処遇の変化＞ 

回答者の異動に伴う処遇の変化について、異動前後の給与（平均年収）を比較してみる

と、異動全体の 78.2%において給料が増加しており、給与が変化しないもしくは減少した

のは全体の 21.4％を占める。研究者の異動に伴い給与（平均年収）が上昇していることが

わかる。（図 34） 
 

[N=1,371]

増加,
1072回,
78.2%

変化な
し、もしく
は減少,
293回,
21.4%

不明・無
回答,

6回, 0.4%

 
図 34 回答者の異動前後における給与（平均年収）の変化 
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＜直近 2 年間の投稿論文数＞ 
回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（査読付き）について、現在の勤務先セクター別

に一人あたりの論文数を比較してみると、大学に勤務するものが 13.0 本と最も多く、次い

で公的研究機関（5.3 本）となり、民間企業、非営利団体に勤務するものはそれぞれ 1.8 本、

1.9 本と投稿論文数は少ない。（図 35 ＜参照：全体[黄色部分]＞） 
次に、キャリア異動経験の有無で比較すると、大学に勤務するもののうちキャリア異動

経験のあるものは直近 2 年間の投稿論文数が 14.1 本であり、異動経験のないものの投稿論

文数 7.1 本と大きな差が見られる。また公的研究機関に勤務するものについても大学ほどで

はないものの、キャリア異動経験のあるものの投稿論文数 5.7 本に対して異動経験のないも

のの投稿論文数は 4.1 本と差が見られる。一方、民間企業に勤務するものは異動経験の有無

による差はさほど見られない。（図 35 ＜参照：キャリア異動経験なし・あり＞） 
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図 35 回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（異動経験別、セクター別） 

 
＜直近 2 年間の特許出願数＞ 
回答者の直近 2 年間に出願した特許数について、現在の勤務先セクター別に一人あたり

の特許出願数を比較してみると、民間企業に勤務するものが 4.1 件と最も多く、大学、公的

研究機関、非営利団体に勤務するものはそれぞれ 1.0 件、0.8 件、0.3 件と特許出願件数は

少ない。（図 36 ＜参照：全体[黄色部分]＞） 
これをキャリア異動経験の有無で比較すると、上記した投稿論文数の結果と全く異なり、

民間企業に勤務するもののうちキャリア異動経験のあるもの（3.2 件）より異動経験のない

もの（5.1 件）のほうが、直近 2 年間の特許出願件数が多いという結果が得られた。民間企

業以外では、公的研究機関について民間企業ほど異動経験の有無による差異は見られない

ものの異動経験のないもののほうが異動経験のあるものよりも特許出願件数が多いという

傾向は同じである。一方、大学等に勤務するものについては、異動経験の有無による特許

出願件数の差異は見られない。（図 36 ＜キャリア異動経験なし・あり＞） 
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図 36 回答者の直近 2 年間に出願した特許数（異動経験別、セクター別） 

 
＜参考：直近 2 年間の投稿論文数・特許出願数（年齢構成別、分野別）＞ 
ここでは、回答者の直近 2 年間に投稿した論文数や出願した特許数について年齢別に違

いを見ると、投稿論文数については年齢が高くなるに従い数が増加しており、55 歳以上 64
歳以下のものは 12.2 本と全体平均（6.1 本[図 35参照]）の約 2 倍となっている。（図 37）
これは本調査においての“投稿した論文”の定義としては第一著者に限定したものではな

いため、研究室や研究ユニットの長などが多くを占める高年齢層は本数が多くなっている

と推察される。 
一方、特許出願数については年齢による差異は投稿論文数と比較すると小さいものの、

研究を直接的に担当するような 45 歳以上 54 歳以下の年齢層の特許出願数が多くなってい

る。（図 38） 
分野別に見ると、投稿論文数については保健分野と理学分野の回答者の投稿本数が多く

（図 39）、特許出願数は理学分野、工学分野が多い。（図 40）セクター別に比較した投稿論

文数の結果（図 35図 36）においては、大学等に勤務するものは保健分野の割合が 51.0%
（図 9）と多く、これが他セクターと比較して大学等に勤務するものの投稿論文数が多い要

因の一つといえる。また特許出願数についてセクター間比較した結果（図 36）においては、

民間企業に勤務するものは工学分野の割合が 78.4%（図 9）と多く、他セクターと比較し

て民間企業に勤務するものの特許出願数が多い要因の一つといえる。 
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図 37 回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（年齢別） 
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図 38 回答者の直近 2 年間に出願した特許数（年齢別） 
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図 39 回答者の直近 2 年間に投稿した論文数（分野別） 
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図 40 回答者の直近 2 年間に出願した特許数（分野別） 
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＜海外での研究経験＞ 
回答者で海外勤務経験を有するものは、全体で 10.6%に過ぎず、海外勤務経験のないも

のが約 9 割を占める。（図 41）また、海外勤務経験者を現在の勤務セクター別に比較する

と、大学等に勤務するものは 62.7%と多くを占め、それ以外では公的研究機関、民間企業

がともに 16.4%を占める。（図 42） 
また海外勤務経験者の勤務先国は、地域別にみると北米が 67 名と最も多く全体の 73%を

占める。次いで西ヨーロッパが 20 名（全体の 22%）、東南アジア 4 名（全体の 4%）、西ア

ジア 1 名（全体の 1%）である。国としては、アメリカが 60 名、イギリス、ドイツが 6 名、

カナダ 5 名、フランス 4 名である。（図 43） 
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14.6%

10.6%

89.8%

85.4%

89.4%
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男性 [N=947]

女性 [N=89]

合計 [N=1,036]

海外勤務経験あり 海外勤務経験なし

 
図 41 回答者の海外勤務経験の有無（男女別人数） 

17.5%

7.7%

16.4%
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図 42 海外勤務経験者のセクター別内訳 
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[N=92]

北中米,

67名, 73%

　西ヨーロッパ,

20名, 22%

　東南アジア,

 4名, 4%

　西アジア,

 1名, 1%

 
 

図 43 回答者の海外勤務地域別内訳 

 

海外勤務先 人数 

北中米 67 

アメリカ 60 

カナダ 5 

メキシコ 2 

西ヨーロッパ 20 

イギリス 6 

ドイツ 6 

フランス 4 

スウェーデン 2 

ベルギー 1 

スイス 1 

東南アジア 4 

中国 2 

香港 1 

韓国（・朝鮮） 1 

西アジア 1 

ネパール 1 
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２-２-２ 国内外のセクター間キャリア異動状況 
 
＜国内外のキャリア異動状況＞ 
キャリア異動経験者 685 名について、これまでの国内及び海外を含むキャリア異動状況

（全 1,371 回）を整理すると、不明もしくは無記入のものが 357 回存在し、これらを除く全

1,014 回の異動のうち、国内機関間の異動は全体の 88.2%（のべ 894 回）を占め、国内機関

から海外機関への異動は 5.3%（54 回）、海外機関から国内機関への異動は 6.0%（61 回）、

海外機関間の異動は 0.5%（5 回）である。（図 44） 
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[88.2％] [0.5％]
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[N=1014 ※不明357回を除く]
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国内 海外
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54回

61回
5回

[88.2％] [0.5％]
[6.0％]

[5.3％]

[N=1014 ※不明357回を除く]  
図 44 回答者の国内外キャリア異動回数（のべ回数） 

 
＜セクター間のキャリア異動状況＞ 
更にセクター別に分類すると、国内機関間の異動については、民間企業間の異動が 275

回（全 894 回）と最も多く、次いで大学間の異動が 200 回、公的研究機関間が 145 名と同

機関間の異動が多い。次いで、公的研究機関から大学等への異動が 53 名、民間企業から大

学等への異動が 43 名、大学等から公的研究機関への異動が 41 名と続いている。しかしな

がら大学等から民間企業への異動や民間企業と公的研究機関との間の異動については、相

対的には少ない。 
一方、国内機関間の異動と比べると数は少ないものの、国内機関から海外機関への異動

については、大学間の異動が 21 回（全 54 回）を占めており、海外機関から国内機関への

異動についても大学間の異動が 32 回（全 61 回）を占める。またサンプル数は非常に少な

いが、海外機関間の異動でも大学間異動が 2 回（全 5 回）と多い。（表 8） 
 

異動先 [N=1,014] 

※不明を除く 国内機関 海外機関

894 回 54 回国内 

機関 88.2% 5.3%

61 回 5 回

異
動
元 海外 

機関 6.0% 0.5%

不明もしくは

無記入 
357 回 
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表 8 回答者のセクター間異動状況（国内外異動別） 

異動先 

国内での異動 
民間企業

非営利団

体・その他

公的研究

機関 
大学等 

合計 

民間企業 275 9 23 43 350 

非営利団体・その他 4 15 10 22 51 

公的研究機関 12 9 145 53 219 

異
動
元 

大学等 17 16 41 200 274 

合計 308 49 219 318 894 

 
異動先 

国内→海外への異動 
民間企業

非営利団

体・その他

公的研究

機関 
大学等 

合計 

民間企業 6 0 3 5 14 

非営利団体・その他 0 0 1 0 1 

公的研究機関 0 1 3 6 10 

異
動
元 

大学等 1 1 6 21 29 

合計 7 2 13 32 54 

 
異動先 

海外→国内への異動 
民間企業

非営利団

体・その他

公的研究

機関 
大学等 

合計 

民間企業 2 0 0 0 2 

非営利団体・その他 1 0 2 3 6 

公的研究機関 2 0 1 9 12 

異
動
元 

大学等 4 0 5 32 41 

合計 9 0 8 44 61 

 
異動先 

海外での異動 
民間企業

非営利団

体・その他

公的研究

機関 
大学等 

合計 

民間企業 0 0 0 0 0 

非営利団体・その他 0 0 0 0 0 

公的研究機関 0 0 0 1 1 

異
動
元 

大学等 1 0 1 2 4 

合計 1 0 1 3 5 
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２-３研究者の流動等に関する意識 
２-３-１研究者選択理由、海外での研究実施理由 
 
＜研究者選択の理由＞ 
全回答者について、研究者という職業を選択した理由を整理すると、“創造性が高くイノ

ベーティブである”と回答したものが 776 名と最も多く、次いで“社会への貢献”、“自由

度が高い”、“仕事環境が良い”という理由が多い。 
一方、“給料が高い”や“昇進の機会が多い”といった理由を選択したものは少ない。（図 

45） 
 

＜海外で研究活動を行った理由＞ 
有効回答総数 262 名のうち、“研究の更なる発展や継続が可能であった”と回答したもの

が 178 名と最も多く、次いで“日本で博士号を取得し、さらに研鑽した”や“雇用期間か

ら派遣された”、“日本には存在しない研究分野で仕事ができた”、“論文等の成果を出しや

すかった”という理由が多い。これらの理由の多くは、研究の発展・向上に関するもので

ある。（図 46） 
 

＜海外での研究活動をやめて帰国した理由＞ 
一方、海外での研究活動をやめて帰国した理由について、有効回答総数 210 名のうち、

回答の多いものは、“雇用機関から派遣された”（73 名）や“雇用期間が終了した”（51 名）、

“ポスドクの契約が終了した”（39 名）、“家族の事情があった”（42 名）など本人の研究意

思とは直接的には関係のないものである。また“研究の更なる発展や継続が可能であった”

（53 名）という理由のように研究の発展・向上に関するものも回答が多い。 

[N=1,036]
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図 45 研究者という職業を選択した理由 
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複数回答あり [N=262]
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図 46 海外で研究活動を行った理由 

複数回答あり [N=210]

6

11

10

22

2

53

9

39

31

42

35

22

8

51

39

5

73

0 10 20 30 40 50 60 70 80

日本で博士号を取得するため

海外で博士号を取得し終わった

ポスドクの契約が終了した

雇用期間が終了した

雇用機関から派遣された

ポスドクの職が見つかった

ヘッドハンティングされた

さらに給与の高い職業が見つかった

日本のほうがポストを見つけやすかった

論文等の成果を出しやすかった

研究のさらなる発展や継続が可能であった

海外には存在しない研究分野で仕事ができた

自分自身の研究チームの構築が可能であった

新しい研究チームを作れる可能性があった

家族の事情があった

経済的あるいは政治的な理由があった

その他

人数

 
図 47 海外での研究活動をやめ帰国した理由 



 36 

２-３-２今後の海外での研究予定 
 
＜近い将来海外での研究予定と滞在予定期間、その理由＞ 
全回答者について、近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定のものは 2%（21

名）しかなく、96%は予定していないという回答が得られた。滞在予定期間は、3 ヶ月以内

から 5 年以上まで偏りない結果である。（図 48） 
またその理由については、２-３-１と同様に“研究の更なる発展や継続が可能”、“日本に

は存在しない研究分野で仕事ができる”といった研究の発展・向上に関するものが多い。（図 
49） 
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図 48 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定と滞在期間 
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海外の方が職を見つけやすい

論文等の研究成果を出しやすい

研究のさらなる発展や継続が可能

日本には存在しない研究分野で仕事ができる

自分自身の研究チームの構築が可能

新しい研究チームを作れる可能性

家族の事情がある

経済的理由のため

その他

人数

 
図 49 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う理由 

滞在予定期間 人数 

3 ヵ月以内 3

半年以内 3

1 年以内 5

1 年以上 3 年未満 5

5 年以上 3

不明 2

総数 21
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２-３-３日本人研究者の流動性 
 

【集計方法】 
本項目に該当する調査票の質問への回答方法は、各質問項目について 5 段階から最も相

応しいと思われるものを選択する（5 段階評価）方法である。（図 50）集計の際には質問項

目ごとに、無記入のものは無効回答とした。従って、各質問及び項目について有効回答数

はそれぞれ異なる。 
集計結果は有効回答の評価値の平均（有効回答の評価値の総和÷有効回答総数）を記載

することとした。 
 

 
図 50 5 段階評価による回答方法の例 

 
＜日本人研究者の流動状況＞ 
日本人研究者の流動状況は 5 年前と比較するとやや増加したという意識を持っており（図 

51）、日本における研究者の流動性は他の先進諸国と比較すると、国内機関間、国内機関と

海外機関間ともに低いと考えられている。（図 52） 
中でも、国内機関から海外機関への日本人研究者流動は、国内機関間の流動や海外機関

から国内機関への流動と比べて相対的に低いと考えられている。（図 52） 
 

3.74
日本人研究者の流動性は5年前に比べて

[N=799]

1 2 3 4 5平均値

極めて増加したやや増加した変化していないやや減少した極めて減少した

 
図 51 5 年前と比較した日本人研究者の流動状況 

 

問. あなたは、日本人研究者のの流動性は、国内の機関間、国内から海外、海外から国内を全体的にみて、

５年前に比べて増加したと思いますか？適切と思うものを一つ選び数字に丸印を付けてください。 
 

（すべての方にお伺いします） 
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①日本人研究者の流動性は、5 年前に比べて？ 

 

5 4 3 2 1 0 
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1.94

1.71

1.88

国内機関間
[N=832]

国内から海外

[N=787]

海外から国内

[N=779]

1 2 3 4 5

平均値

極めて高いやや高い変化していないやや低い極めて低い

 
図 52 日本における流動性と他先進諸国との比較 

 
＜日本において研究者の流動性が先進諸国と比べて低い理由＞ 
国内機関間の流動性が他の先進諸国と比較して低い理由として、“所属機関の人事制度が

硬直的”という点が最も回答者の意識が強く、“移籍すると給与が下がる”というような給

与面での理由は相対的に低い。また“研究者が安定を望んでいる”や“流動性が高いこと

のデメリットが大きい”というような研究者の心理的側面の理由も回答者の意識としては

強く表れている。（図 53） 
国内機関から海外機関への流動性が他の先進諸国と比較して低い理由として、“海外へ

移籍した後、日本に帰ってくるポストがあるか不安”という帰国後のポストの不安や“海

外の研究機関に移籍するためのコネクションがない”というコネクションの問題が強く意

識されている。また“日本の方が生活環境がよい”や“他の先進諸国と距離的に離れてい

る”という生活環境や地理的な問題の意識も強い。（図 54） 
海外機関から国内機関への流動性が他の先進諸国と比較して低い理由として、“外国人

が日本でポストを見つけることが困難”という日本におけるポストの問題や“日本の生活

費が高く暮らしにくい”や“日本の生活習慣や文化的な違いになじめない”、“日本では配

偶者の就業場所を見つけることが困難”といった生活環境や家族に付随する問題が大きい

という意識が強い。（図 55） 

4.08

3.31

3.05

3.82

3.59

所属機関の人事制度が硬直的 [N=631]

所属機関が優秀な人材を手放さない [N=608]

移籍すると給与が下がる [N=565]

研究者が安定を望んでいる [N=637]

流動性が高いことのデメリットが大きい[N=598]

1 2 3 4 5

平均値

非常に
該当する

やや該当するどちらでもない
あまり該当

しない
全く該当
しない

 
図 53 国内機関間の流動性が先進諸国に比べ低い理由 
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2.38

3.67

2.86

3.53

4.19

3.81

3.32

3.16

日本の方が海外よりも研究レベルが高い[N=547]

日本の方が研究施設や研究設備

が充実している[N=539]

日本の方がポストをみつけやすい[N=531]

日本の方が研究資金が潤沢である[N=533]

日本の方が生活環境がよい[N=546]

日本の方が給与水準がよい[N=499]

他の先進国と距離的に離れている[N=541]

海外へ移籍した後、日本に帰ってくる

ポストがあるか不安[N=539]

海外の研究機関に移籍するための

コネクションがない[N=545]

海外へ出ることのデメリットの方が

大きいので日本で研究していれば十分[N=535]

優秀な研究者は所属機関が手放さない[N=514]

1 2 3 4 5

平均値

非常に
該当する

やや該当するどちらでもない
あまり該当

しない

全く該当
しない

 
図 54 国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由 
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3.16
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3.49

3.78

3.52

3.77

3.53

3.75

4.18

海外の方が研究レベルが高い[N=578]

海外の方が研究施設や研究設備

が充実している[N=571]

海外の方がポストを見つけやすい[N=553]

海外の方が研究資金が潤沢である[N=560]

海外の方が生活環境がよい[N=554]

海外の方が給与水準がよい[N=527]

他の先進国と地理的に離れている[N=568]

日本の生活習慣や文化的な違い

になじめない[N=568]

日本ではこどもの教育に不安がある[N=532]

日本では配偶者の就業場所を見つける

ことが困難[N=544]

入国手続きや滞在手続きなど事務作業

が煩雑[N=515]

日本の生活費が高く暮らしにくい[N=572]

外国人が日本でポストを見つける

ことが困難[N=572]

1 2 3 4 5

平均値

非常に
該当する

やや該当するどちらでもない
あまり該当

しない
全く該当
しない

 
図 55 海外から国内への流動性が先進諸国に比べ低い理由 

 
＜日本において研究者の流動性が増加した際のメリット・デメリット＞ 
日本において研究者の流動性が増加した際のメリットについて、“所属機関は新しい研

究領域を開拓できる”、“所属機関は新しい文化を取り入れられる”といった所属機関の研

究・文化の発展に関する項目の意識が強く、研究者個人にとっても“研究者が異分野との

研究者と交流できる”という研究者交流の発展に関する項目の意識が強い。全体的には、

所属機関にとっても研究者個人にとっても様々なメリットがあることがわかる。（図 56） 
次に、日本において研究者の流動性が増加した際のデメリットとしては、“所属機関のノ

ウハウが流出しやすくなる”、“長期の研究計画の設定が困難になる”や“所属機関は優れ

た人材を失いやすくなる”といった人材、ノウハウの流出だけでなく、長期研究計画の設

定・実施が困難であるという意識が強い。（図 57） 
研究者の給与に関しては、流動性の増加にあまり左右されないという意識が伺える。（図 

56、図 57） 
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所属機関は新しい研究領域を開拓できる[N=992]

所属機関は新しい文化を取り入れられる[N=977]

所属機関は論文等の業績が少ない研究者等

の転出を促せる[N=914]

流動性は研究者本人のキャリアアップ

につながる[N=963]

研究者の給与が上がる[N=884]

研究者の研究能力が高まる[N=966]

周囲の研究者に対して刺激を与えることによって、

彼らの研究能力が高まる[N=979]

研究者が異分野との研究者と交流できる[N=994]

研究者が新しい研究領域を開拓できる[N=979]

研究者本人が新しい文化を取り入れられる[N=979]

周囲の研究者が新しい文化を取り入れられる[N=965]
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平均値
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しない
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しない

 
図 56 日本において研究者の流動性が増加した際のメリット 

 



 42 

3.77

3.83

3.79

3.66

3.43

3.69

2.93

3.57

3.46

3.04

2.54

所属機関は優れた人材を失いやすくなる[N=985]

所属機関のノウハウが流出しやすくなる[N=985]

長期の研究計画の設定が困難になる[N=996]

研究テーマの継続性が失われやすくなる[N=983]

業績主義が強くなるので、研究テーマが制約され、

独創性が発揮できなくなる[N=969]

長期的な基礎研究の実施が難しくなる[N=988]

異動によって研究者の収入が減る[N=855]

研究者が退職金で不利になる[N=838]

研究者が年金や保険の面で不利になる[N=825]

研究者が昇任の面で不利になる[N=872]

日本の研究レベルが低下する[N=909]
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図 57 日本において研究者の流動性が増加した際のデメリット 
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＜日本人研究者の海外への転出状況と転出理由＞ 
日本人研究者の海外への転出状況については、5 年前と比較するとやや増加したという意

識を持っている。（図 58） 
日本人研究者が外国の大学や研究機関に転出する理由としては、“海外の著名な研究者の

下で研究ができる”が最も強く意識されており、次いで“キャリアアップにつながる”、“専

門分野の研究能力とあわせ、コミュニケーションや議論のための言語能力を高めることが

できる”といった項目が強く意識されている。一方“海外の方が日本よりも研究環境がよ

い”“海外の方が日本よりも給与水準が高い”という項目についての該当意識は低い。（図 
59） 

 

3.46
日本人研究者の海外への転出は5年前に比べて

[N=711]

1 2 3 4 5

平均値
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図 58 5 年前と比較した日本人研究者の海外への転出状況 
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海外の方が日本よりも研究環境がよい[N=904]

海外の方が日本よりも給与水準が高い[N=829]

海外では、研究成果と能力に応じて昇進できる

システムがある[N=833]

専門分野の研究能力とあわせ、コミュニケーションや

議論のための語学能力を高めることができる[N=977]

キャリアアップにつながる[N=978]

研究対象が現地に存在している[N=859]

海外でキャリアを積むことが日本の

研究者コミュニティで評価される[N=944]
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図 59 日本人研究者が外国の大学や研究機関に転出する理由 

 
＜頭脳流出注)した日本人研究者が帰国を希望しない理由＞ 

頭脳流出注)した日本人研究者が帰国を希望しない理由について、“日本では研究業績に見

合う報酬が得られない”や“日本の予算システムに柔軟性が少ない”という項目の意識が

非常に強く、“日本よりも海外の生活環境のほうが良い”“日本では研究指導者の指示以外

の研究ができない”という項目については意識が低い。（図 60） 
 



 45 

4.09

3.81

3.92

3.77

4.15

3.97

3.37

3.60

3.68

3.50

3.66

3.80

3.79

3.09

日本の予算システムに柔軟性が少ない[N=918]

日本では研究を推進するための魅力的な

研究施設・研究設備が整っていない[N=953]

日本では研究の好循環がうまく機能しない[N=931]

日本では研究評価が公平でない[N=910]

日本では研究業績に見合う報酬が得られない[N=954]

日本では個人の研究能力に基づく雇用契約

がない[N=912]

研究指導者の指示以外の研究ができない[N=901]
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図 60 頭脳流出注)した日本人研究者が帰国を希望しない理由 

注）頭脳流出とは、高度な教育を受けた人々が、より良い研究環境や労働条件を求めて外国に
移住すること。 
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２-３-４日本に来る外国人研究者の状況 
 

＜日本に滞在する外国人研究者の状況＞ 
日本に滞在する外国人研究者の状況については、5 年前と比較すると“やや増加した”と

“変化していない”の中間くらいという認識である。（図 61） 

3.52日本に滞在する外国人研究者は5年前に比べて[N=760]
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図 61 5 年前と比較した日本に滞在する外国人研究者の状況 

 
＜外国人研究者が日本の大学や研究機関を選んで研究を実施する理由＞ 
外国人研究者は、“日本は治安がよく生活しやすい”や“対象となる研究分野で日本のレ

ベルが高い”という項目の意識が強い。次いで、“研究施設や研究設備が充実している”や

“日本の方が給与が高い”“著名な研究者の下で研究できる”という項目の意識が強い。一

方、“日本の人事評価が公平である”や“能力に応じて昇進できるシステムがある”という

項目については評価が低い。（図 62） 
 

＜日本の大学や研究機関で研究を実施していた外国人研究者が日本を去る理由＞ 
 “出身国や他国で満足できるポストを獲得した”や“もともと一時的な計画での来日だ

った”という項目に関して、日本の大学や研究機関で研究を実施していた外国人研究者が

日本を去る理由と強く認識されている。 
上記項目以外では、“日本では希望するポストに就くことが困難”や“任期付雇用契約の

ため将来が不安”といった雇用に関する項目も強く認識されており、また“生活費が高く

暮らしにくい”や“配偶者の就業場所を見つけるのが困難”といった生活に関する項目も

比較的強く認識されている。（図 63） 
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図 62 外国人研究者が日本の大学や研究機関を選んで在籍し研究を実施している理由 
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他国の研究施設・研究設備の充実[N=358]

研究活動で日本語を使わなければならない[N=374]

研究業務の事務手続きが煩雑で煩わしい[N=352]

任期付雇用契約のため将来が不安[N=370]

競争的資金の獲得が困難[N=361]

日本の生活習慣になじめない[N=366]

日本ではこどもの教育面で不安がある[N=348]

配偶者の就業場所を見つけるのが困難[N=346]

日本人との人間関係を構築するのが困難[N=363]

滞在許可等の事務手続きが煩雑[N=328]

生活費が高く暮らしにくい[N=376]

日本では希望するポストに就くことが困難[N=369]

外国人に対する人事評価制度が適切でない[N=344]

もともと一時的な計画での来日だった[N=368]

1 2 3 4 5平均値

非常に
該当する

やや該当するどちらでもない
あまり該当

しない
全く該当
しない

 
図 63 日本の大学や研究機関で研究を実施していた外国人研究者が日本を去る理由 
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３．まとめ 
 

本調査では、我が国の大学・公的機関・民間企業等で現在研究活動を行っている 2,000
名の研究者に対して、現在の所属機関や学位取得状況、職業経歴、流動に対する意識面な

どを調査項目として調査を実施した。有効回答者数は 1,036 名（民間企業 509 名、大学等

311 名、公的機関 180 名、非営利団体・その他 36 名）であり、有効回答率は 51.8%であっ

た。この調査により以下のことが明らかとなった。 
 
【流動状況について】 
① これまでのキャリアにおいて異動を経験したものは 66.1％を占め、年々増加している。

過去同様の調査方法で実施した調査※では、異動を経験したものの割合は、38.1％（2000
年度）、47.5％（2002 年度）、49.0％（2004 年度）であった。 
※文部科学省「平成 16 年度 我が国の研究活動に関する調査報告」、この調査は本調査と同様の方法

で抽出した 2000 名の研究者に対して、研究環境等の意識について調査を行ったものであり、質問

項目の一つにキャリアにおける異動経験の有無がある。 
 
② 異動経験割合を勤務先セクター別に比較すると、大学等に所属するものは異動経験割合

が 83.3%と高いが、民間企業に所属するものは 53.0％と低い。 
 
③ 回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号取得者（回答者全体の

55.7%）の異動回数平均は 1.53 回、博士号未取得者の異動回数平均 1.07 回である。ま

たポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）に着目すると異動平均回数は 2.65 回と更に

多く、博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っている。 
 
④ 異動全体で不明を除く回答（回答者の異動延べ総数 1,371 回：うち不明が 357 回）のう

ちでは、国内機関間の異動は 88.2％と大半を占め、国内機関から海外機関への異動が

5.3%、海外機関から国内機関への異動が 6.0％、海外機関間の異動が 0.5%と少ない。 
 
⑤ 異動に伴う処遇の変化について、異動前後の給与（平均年収）を比較してみると、異動

全体の 78.2%において給料が増加しており、変化なしもしくは給与が減少したのは全体

の 21.4％を占める。研究者の異動に伴い給与（平均年収）が上昇していることがわかる。 
 
⑥ 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定のものは 2.0%と非常に少なく、予定

をしていないものが 96.1%と大半を占める。日本において研究活動を行う研究者で海外

に行こうと考える研究者が現状では少ない。 
 
【流動に関する意識について】 
⑦ 日本人研究者の流動状況について 5 年前と比較すると、全体としてやや増加したという

回答が多い。しかしながら国内機関間、国内から海外、海外から国内いずれの流動とも

他の先進諸国と比較すると低いという回答が多く、特に国内から海外への流動性が特に

低いという回答が多い。 
 
⑧ 国内から海外への流動が低い理由として、“海外へ移籍した後に日本帰ってくるポスト

があるか不安”、“海外機関へ移籍するためのコネクションがない”という回答が多い。 
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⑨ 日本全体の流動性増加に伴うメリットについて、新しい研究領域の開拓や新しい文化の

取り入れのように研究機関及び研究者個人双方ともに様々な回答がある。一方、流動性

増加に伴うデメリットとしては、研究機関は人材、ノウハウの流出だけでなく、長期研

究計画の設定・実施の困難が挙げられるものの全体としてメリットのほうが高めの回答

になっている。研究者の給与に関しては流動性の増加にあまり左右されないと感じてい

る研究者が多いことが伺える。 
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参考資料１．調査集計結果 
 
＜研究経歴等について、問１～問１７＞ 

 
問１　回答者の人数と男女別内訳

男性 女性 不明 総数
947 89 3 1039

問１－２　 回答者の年齢と性別

 
男性 女性 不明 有効回答総数

24歳以下 1 0 0 1
25歳以上34歳以下 94 13 0 107
35歳以上44歳以下 267 28 0 295
45歳以上54歳以下 335 25 0 360
55歳以上64歳以下 211 19 0 230
65歳以上 38 4 0 42
不明 1 0 3 4
合計 947 89 3 1039

※５月以降に出生の方は、誕生日前として集計した。
※「出生月」に記入が無くても、出生年に記入が有れば、集計に含めた。

 
 

問３  回答者の出生地    

        

    

  男性 女性 有効回答総数

日本       

 北海道 43 5 48

 青森県 6 1 7

 岩手県 8 1 9

 宮城県 15 0 15

 秋田県 7 0 7

 山形県 8 0 8

 福島県 6 1 7

 茨城県 8 3 11

 栃木県 6 0 6

 群馬県 11 2 13

 埼玉県 25 2 27

 千葉県 20 4 24

 東京都 133 8 141

 神奈川県 36 4 40

 新潟県 17 4 21

 富山県 11 0 11

 石川県 16 1 17

 福井県 7 0 7
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 山梨県 8 1 9

 長野県 17 3 20

 岐阜県 23 1 24

 静岡県 29 3 32

 愛知県 61 4 65

 三重県 16 0 16

 滋賀県 9 0 9

 京都府 33 0 33

 大阪府 69 8 77

 兵庫県 60 4 64

 奈良県 10 0 10

 和歌山県 11 0 11

 鳥取県 9 0 9

 島根県 4 0 4

 岡山県 21 2 23

 広島県 24 3 27

 山口県 14 2 16

 徳島県 6 2 8

 香川県 4 1 5

 愛媛県 14 0 14

 高知県 9 1 10

 福岡県 38 7 45

 佐賀県 9 0 9

 長崎県 10 1 11

 熊本県 8 3 11

 大分県 10 2 12

 宮崎県 3 2 5

 鹿児島県 20 0 20

 沖縄県 1 1 2

 不明 8 2 10

小計 941 89 1030

海外       

 東南アジア 4 0 4

中国 4 0 4

 西アジア 0 0 0

 中近東 0 0 0

 アフリカ 0 0 0

   西ヨーロッパ 0 0 0

   東ヨーロッパ 0 0 0

   北米及び中米 0 0 0

   南米 0 0 0

   大洋州 0 0 0

 その他 2 0 2

無国籍(不明等） 2 0 2

小計 6 0 6
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問４　 回答者の国籍

男性 女性 有効回答総数
日本 932 86 1018

韓国（・朝鮮） 1 1 2
中国 2 0 2

　　　その他（無記入、不明含） 12 2 14
小計 947 89 1036  

 
 
問５　子どもの有無・数

回答者の子供の有無 有 無 無回答 回答総数
788 246 2 1036

人数（回答数） 5歳以下 6歳から18歳 19歳以上
172 385 397

人数（合計値） 5歳以下 6歳から18歳 19歳以上
222 616 758  

 
 
問６　現在の仕事について

問６．１　 回答者の現在の勤務場所

勤務場所 日本 海外 無回答
有効回答

総数
男性 942 2 0 944
女性 89 0 0 89
合計 1031 2 3 1036

問６．２

セクター別 民間企業
非営利団
体・その

公的機関 大学等
有効回答

総数
※複数回答有 男性 [N=945] 491 28 158 268 945

女性 [N=89] 18 6 22 43 89
合計 [N=1034] 509 34 180 311 1034

問６．３
勤務年月
※複数回答有 男性 [N=912] 女性 [N=86] 合計 [N=998] 男性 [N=912] 女性 [N=86] 合計 [N=998]

1年未満 10 0 10 1.1 0.0 1.0
1年以上3年未満 83 10 93 9.1 11.6 9.3
3年以上5年未満 88 15 103 9.6 17.4 10.3
5年以上10年未満 191 29 220 20.9 33.7 22.0
10年以上 540 32 572 59.2 37.2 57.3

合計 912 86 998 100.0 100.0 100.0

割合[%]人数
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問６．４

勤務担当分野 分野 番号 詳細分野 男性 女性
有効回答

総数
総数

※複数回答有 1 文学 0 0 0
2 その他 6 1 7
3 商学経済 3 0 3
4 社会学 2 1 3
5 その他 2 1 3
6 数学物理 19 1 20
7 化学 42 4 46
8 生物 42 9 51
9 地学 9 0 9
11 その他 3 0 3

12
機械船舶

航空
119 0 119

13 電気通信 169 2 171
14 土木建築 63 2 65
15 材料 75 0 75
16 繊維 13 1 14
17 その他 99 99
18 農林 37 5 42
19 獣医畜産 15 1 16
20 水産 9 0 9
21 その他 27 4 31
22 医学歯学 133 16 149
23 薬学 27 6 33
24 その他 36 31 67

950 85 1035 1035

249

98

543

129

9

7

合計

保健

工学

人文科学

社会科学

理学

農学

 
 
 
問６．５～６．６は自由記述のため省略

問６．７

職務の任期 任期有 任期無
無回答
・不明

有効回答
総数

男性 [N=947] 187 751 9 947
女性 [N=89] 29 58 2 89

合計 [N=1,036] 216 809 11 1036
男性 [N=947] 19.7 79.3 1.0
女性 [N=89] 32.6 65.2 2.2

合計 [N=1,036] 20.8 78.1 1.1

人
数

割
合

 
 
 
問６．８

勤務形態

※複数回答有 フルタイム パートタイム
無回答
・不明

有効回答
総数

男性 [N=947] 925 18 4 947
女性 [N=89] 86 2 1 89

合計 [N=1,036] 1011 20 5 1036
男性 [N=947] 97.7 1.9 0.4
女性 [N=89] 96.6 2.2 1.1

合計 [N=1,036] 97.6 1.9 0.5

人
数

割
合
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問６．９
ポスドクですか？

③有 ④無
男性 1 9 889 899
女性 1 2 75 78
合計 2 11 964 977

①はい
②いいえ

有効回答
総数

 
 
 
問６．１０

2007年度
の年収

平均
[万円]

回答ゼロ
以外の数

（見込・税込収入） 男性 897.7 921
女性 654.2 85
全体 876.8 1006  

 
 
問７．１（１）　 学士取得状況

男性
[N=947]

女性
[N=89]

合計
[N=1,036]

高校、短大、高専等 33 12 45
学士まで 185 15 200
修士まで 180 16 196

博士満期退学 12 0 12
博士（課程） 298 20 318
博士（論文） 233 26 259

不明 6 0 6
合計 947 89 1036  
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問７．１（４）　 博士号の専門分野別内訳（総務省「科学技術研究調査」の専門分野別内訳）

男性 女性
有効回答

総数
文学（文学、文芸学、言語学、外国語学、児童文学など） 0 0 0
その他（史学、地理学、哲学、宗教学、心理学、人文学、文化
学、図書館学、文化人類学、人間関係学、行動科学など）

2 2 4

商学経済（商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、財
政学、産業学、経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システ
ム学など）

0 0 0

社会学（社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観
光学など）

0 0 0

その他（法学、政治学、行政学、国際関係学、政策科学など） 1 1 2
数学物理（数学、数理学、情報数理学、情報科学、計算科学、物
理学、物性学、物質理学、天文学、宇宙物理学など）

16 1 17

化学（化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など） 20 1 21
生物（生物学、生化学、動物学、植物学、生物化学、生物資源
学、生命科学、生体機構学、自然環境学など）

24 2 26

地学（地質学、鉱物学、地球科学、地理学など） 6 0 6
その他（海洋科学、経営理学など） 0 0 0
機械船舶航空（機械工学、精密機械工学、交通機械工学、生産
工学、機械情報工学、機械電子工学、機械制御工学、ロボティッ
クス学、船舶工学、航空宇宙工学など）

51 0 51

電気通信（電気工学、通信工学、電子工学、電子材料工学、電
子物理工学、情報処理工学、ソフトウェア学、情報システム工
学、電子制御システム工学、メディア通信工学、情報ネットワーク
学、光システム工学など）

74 1 75

土木建築（土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市シス
テム工学、建設都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、環
境計画学など）

19 1 20

材料（鉱山学、資源工学、鉱山土木学、金属工学、金属材料学、
機械材料工学、材料機能工学、材料加工学、材料工学、素材工
学、材料プロセス工学など）

44 0 44

繊維（繊維工学、繊維化学、繊維染料学、繊維機械学、有機材
料工学、高分子材料工学など）

7 0 7

その他（応用化学、応用物理学、写真工学、印刷工学、画像工
学、音響設計学、原子力工学、エネルギー工学、経営工学、シス
テムマネジメント工学、社会システム工学、福祉環境工学、環境
設計学、工芸学、工業デザイン学など）

48 0 48

農林（農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物
防疫学、環境緑地学、林学、森林科学、植物資源学など）

21 2 23

獣医畜産（獣医学、畜産学、酪農学、畜産経営学、畜産食品工
学、畜産生産科学、動物資源科学など）

7 0 7

水産（水産学、漁業学、増殖学、水産養殖学、栽培漁業学、水産
化学、水産食品学、海洋生物資源学など）

5 0 5

その他（農芸化学、園芸化学、醸造学、食品化学、食品栄養学、
農業工学、農業土木学、生産環境工学、環境保護学、環境資源
科学、農林生産学、農業経済学、食品流通学など）

22 3 25

医学歯学（医学、歯学） 130 17 147
薬学（薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など） 19 5 24
その他（看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理
学療法学、臨床心理学、栄養学、医療経営管理学など）

6 7 13

不明・無回答 13 3 16
535 46 581

人文科学

社会科学

理学

合計

工学

農学

保健
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問７．１（６）　 修士号・博士号を取得した国

修士号を取得した国 日本
日本以外

の国
不明・
無回答

合計

日本 327 8 1 336

日本以外の国 8 2 2 12

不明・無回答 87 102 40 229

合計 422 112 43 577

博士号を取得した国

 
 
 
問８　博士号取得のための期間における経済的支援・収入等

※複数回答有
経済的支援の種類 主財源 副財源 該当なし 有効回答総数

1 大学独自の基金等による奨学金 8 11 480 499
2 大学の所在国の政府からの奨学金 77 41 421 539

3
大学の所在国の個人あるいは
団体からの奨学金

60 62 401 523

4
大学の所在国以外の個人、団体、
政府機関からの奨学金

3 8 481 492

5
配偶者・パートナー・家族の支援
（大学の所在国から）

97 104 334 535

6
配偶者・パートナー・家族の支援
（大学の所在国以外から）

0 4 491 495

7 雇用者からの奨学金または支援 32 29 443 504
8 TAの収入 3 52 443 498
9 RAの収入 6 21 466 493

10 仕事（フルタイム）の収入 296 13 243 552
11 仕事（パートタイム）の収入 57 137 349 543
12 ローンにより費用を充当 1 5 488 494
13 自分の貯蓄を充当 36 68 401 505
14 その他 12 6 18
15 不明 0 0 0 0

経済的支援の種類（その他特記事項） 主財源 副財源
社会人入学 1
両親より 1
親 1
アルバイト 1
看護学校等の講師 1
海外でのフェロー 1
家庭教師のアルバイト 1
学振の給与より（DC2で当時採用） 1
アルバイト 1
両親 1
日本学術振興会特別研究員　研究奨励金 1
セミナー等の講演料 1  
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問９　研究者という職業を選択した理由
※複数回答有

研究者という職業を選択した理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 創造性が高く、イノベーティブ 776 112 152 888
2 給料が高い 53 771 215 824
3 昇進の機会が多い 31 796 212 827
4 社会保険制度が充実している 80 740 219 820
5 雇用が安定している 202 624 213 826
6 仕事環境が良い 419 418 202 837
7 自由度が高い 658 204 177 862
8 社会への貢献 676 183 180 859
9 他に職業がなかった 76 749 214 825

10 論文等著作が出しやすい 212 613 214 825
11 キャリアの中で研究が必要とされている 294 545 200 839
12 その他 185 185  

 
その他の理由 該当する 

自分の能力が生かせる 1 

専門学校→短期大学→大学において看護教育にあたって来たので、大学にお

ける教員の役割として 研究者としての機能を担うことになった。 
3 

自然科学への貢献 3 

看護教員不足に応じて、社会貢献として従事している。 5 

医局人事 3 

たまたまポストが空いてさそわれた 0 

医師として、一度は研究生活に入り難病に挑戦してみたかった。 0 

新しい事柄の発見や真理の探究を通うじての感動など 7 

特になし 3 

結婚までと思い、近くの同じキャンパス内で就職。結婚し、出産直前主人が、癌

で他界、母子家庭で生計のために、そのまま、仕事を続けました。 
1 

体育大学における、競技者および指導者育成のため 4 

国際協力 8 

好きだからというのが大きな理由です 3 

教育・研究の教育に関心が高かった 2 

日本には独創的な研究を（排除することはあっても支援）する環境がなかったた

め、まず環境整備のため、理系から文系に転向し、教育環境や新しい文化を創

造する仕事に従事。現在も教育を仕事とし、論文を書くような研究は仕事の余

暇に行っている。 

4 

たまたまなった。 5 

大学の獣医学教育を行う上で、研究が必要であるため 0 

気が付いたら、なっていた、というのが正直なところです。 4 

偶然 0 

研究がおもしろいから 2 

元来が研究志望 5 

国の土木技術系の行政官から、人事交流で土木系の独立行政法人へ出向とな

ったため（希望しての異動では無い）。 
0 

研究がおもしろいと感じた、大学院修了時に研究職に就く機会を得た。 0 

国家公務員として研究所に配置された。 0 

研究がしたいから。 4 

行政機関としての研究所に勤務しているので、あくまでも行政職であり研究者で

はありません 
0 

奨学金の免除がある 3 

人事異動 2 

県職員なので異動により選択の余地なし 0 
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本市の研究所においては「研究者」の職制・採用はなく、「化学職」「薬剤師」とし

て採用された者が、下水道、保健所、本庁公害専門、研究所に配属され、市役

所内で 3～5 年毎に異動による配置換えが行われます。 

0 

社会通念の中で仕事をしている限り解雇される心配が無いから 4 

人事異動による 0 

配置換の一環 0 

私自身の独創性を生かす為、最も良い方法が研究者でした。私が発見、発明し

た事項が多くの方に役立てば良いと思い、最先端研究機関にて研究者になる

事にいたしました。 

5 

大学院進学にあたり、女性だということを理由に強い反対がありました。それに

対する反発で研究者になったというのが 1 番強い理由です。上記はおまけのよ

うなものです。 

3 

医療の中の 1 つの過程で 0 

研究者ではありません。 0 

行政職であり研究者ではありません。 0 

家から近い 3 

公的機関であり、人事異動による 1 

人事異動により従事している 0 

県職員となり人事異動で研究機関に配属された。 0 

・県職員として人事交流異動 ・子育てしながら勤務できる時間の自由度 6 

人事異動 0 

転勤のため 7 

県の人事異動によるもの 0 

国内大学での研究は“研究のための研究”、会社ではドロくさいというイメージ 3 

当社は研究職としての職制はない、設計業務の中でシステム開発、計測等の

研究業務を兼任している。 
0 

少年時代から研究者になるのが夢であった。 9 

研究活動が楽しいと感じていたから。 4 

自己啓発 0 

研究者という職業を選択したわけではなく技術者として、ある企業を就職先とし

て選択。 
1 

なし 2 

やりがいがあり、楽しいから 1 

研究者という自覚がありません 0 

研究者ではない 0 

子供の頃から海の生き物が好きだったから 1 

顧用先の判断（配属） 2 

研究が好きだから 3 

研究者ではない 0 

自分がやりたいことができるから 4 

会社より任命されている。任命後の感想として①該当するに相当する項目は次

の通り。1，7，8，10 
0 

会社に入社時研究に配属 3 

新しいものを主み出すこと、アイデアを考えることが好きであるため。 6 

企業に入社して研究所に配属された 1 

職制により研究職を命じられている 0 

好みと興味による。 0 

鉄道会社内における研究職という性格上、自分自身で選択するというよりも個

人の適性を会社が判断して、人事運用している。 
4 
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現在、研究職ではない 0 

私は研究者ではありません。 0 

現在の職種は研究者ではありません 2 

民間企業の研究開発、新製品開発職を希望していた 2 

会社の人事による 0 

会社の異動（強制） 0 

会社の人事の一環として研究所に配属された。また、その際、希望として現職

場（研究所）を希望した 
2 

難治性疾患の原因を究明し、社会に貢献したいと考えたから。 6 

クリエイティブな仕事を好む 6 

配属された部署が研究所であった。 0 

社内の人事異動で研究部門に配属された。 0 

メーカに入社した処、研究開発部門に配属されたから。 3 

研究することが好きだった。 1 

会社の人事配置のため 0 

自分に適性があると考えているため 3 

やりがいが あるから。 4 

ただ単に子供の頃から 理数系が好きで、将来は研究に携わる仕事がしたいと

思っていた 
2 

子供の頃、オイルショックを経験し、将来の日本のために、資源系の研究者に

なりたかった。 
1 

化学が好きだから 6 

有害物質の捕集・分析方法の開発と生体への有害性の調査が仕事であり、こ

れらの仕事が好きである。 
2 

申し訳ありませんが、私は研究者ではありません。 0 

 
 
問１０．１　大学等での教育経験の有無

教育経験あり 教育経験なし 有効回答数
383 611 994

 
 
問１０．２　教育期間

教育経験あり 383
　無記入 6
　3年未満 65
　3年以上5年未満 40
　5年以上10年未満 63
　10年以上20年未満 98
　20年以上 111
教育経験なし 611
有効回答数 994  
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問１１　査読付論文数、特許申請数（過去２年）

平均（論文数）
有効回答数
（無記入除）

査読付論文 6.09 913

平均（特許数）
有効回答数
（無記入除）

特許申請 2.48 867  
 
 
問１２　ポスドクになった理由（ポスドク経験者のみ）

※複数回答有

ポスドク選択の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 博士課程で専攻した研究分野におけるさらなるトレーニング 71 40 928 111
2 博士課程で専攻した研究分野以外の分野におけるトレーニ 28 75 936 103

3
特定の大学や研究機関での研究、あるいは特定の研究者と
の研究

68 37 934 105

4 一般的に当該分野ではポスドクを経験することが期待されて 33 74 932 107
5 他に職が見つからなかった 34 69 936 103
6 その他 14 14

その他の理由 該当する
母校で助手に採用された直後、休職に米国イリノイ大学にリ
サーチアシスタントとして3年間留学、帰国直后に復職。

2

医局人事 4
留学の経験がその後役立つと考えた 2
研究分野での職として他に選択肢がなかったから 0
助手在職中　在外研究1974.10－1975.9英国　助手休職中
在外研究1975.10－1976.9米国　助手失職　日本学術振興会
研究員1976.10－1979.3日本

4

仕事を通じて博士を取得 0
担当教官の紹介先の１つとして、ポスドクあった。（ポスドク→
正規雇用期待したが、ポスドク期間満了後、他の一般企業に

2  
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問１３　海外で研究活動を行った理由
※複数回答有

海外での研究実施の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 海外で博士号の取得を目指した 13 211 815 224
2 日本で博士号を取得し、さらに研鑽した 130 100 809 230
3 ポスドクが終了した 5 218 816 223
4 日本の機関での雇用契約が終了した 5 218 816 223
5 雇用機関から派遣された 136 100 803 236
6 ポスドクの職が見つかった 48 176 815 224
7 ヘッドハンティングされた 10 215 814 225
8 さらに給与の高い職業が見つかった 1 221 816 222
9 論文等の成果を出しやすかった 78 150 811 228

10 研究のさらなる発展や継続が可能であった 178 64 797 242
11 日本には存在しない研究分野で仕事ができた 111 121 807 232
12 自分自身の研究チームの構築が可能であった 16 208 815 224
13 新しい研究チームを作れる可能性があった 29 193 817 222
14 家族の事情があった 9 214 816 223
15 経済的な理由があった 3 220 816 223
16 その他 45 45

その他の理由 該当する
インターンシップ 0
交換留学生制度（博士後期課程） 0
在外研究 0
国際交流 9
企業時代会社から派遣大学ではJSPSの制度により派遣 2
勤務先の大学から出張として、勉強のために留学をした。 0
日本の大学での雑務から解放され、研究に専念する時間が
もてた

2

在外研究員乙種を使いましたが、滞在中の給与は米国の大
学から出ました。向うでの職はポスドクです。助教授に昇任し
てからのため、1年間しか、認められませんでした

5

海外で修士号（Master of Public Health、MPH）の取得を目指
した

6

会社を辞してポスドクに就いた 3
・国際共同研究の実施の為（研究対象が現地のみに存在し
ていたので）・以上をきっかけに研究助手として雇用され、か
つ自身の研究テーマを発展できた為

2

研究主流を学ぶため 3
1993-1994．スタンフォード大学、客員研究員（文部省在外研
究員）1996-1993．パリ第6大学　客員教授

3

先輩が米留でPh.Dを取得 3
客員教授として短期滞在（英リーズ大学） 3
企業内制度 4
国際協力（JICA）の専門家で指導・研究 0  
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問１４　海外で研究活動を休止（中止）し日本に帰国した理由
※複数回答有

海外での研究活動中止の理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数
1 日本で博士号を取得するため 5 179 855 184
2 海外で博士号を取得し終わった 8 176 855 184
3 ポスドクの契約が終了した 39 149 851 188
4 雇用期間が終了した 51 140 848 191
5 雇用機関から派遣された 73 116 850 189
6 ポスドクの職が見つかった 6 179 854 185
7 ヘッドハンティングされた 11 172 856 183
8 さらに給与の高い職業が見つかった 10 174 855 184
9 日本のほうがポストを見つけやすかった 22 164 853 186

10 論文等の成果を出しやすかった 2 182 855 184
11 研究のさらなる発展や継続が可能であった 53 132 854 185
12 海外には存在しない研究分野で仕事ができた 9 175 855 184
13 自分自身の研究チームの構築が可能であった 39 149 851 188
14 新しい研究チームを作れる可能性があった 31 153 855 184
15 家族の事情があった 42 146 852 188
16 経済的あるいは政治的な理由があった 35 149 855 184
17 その他 22 22

その他の理由 該当する
期間が終了したため 1
派遣期間が終了した 1
当初より期間が定まっていた 1
中止はしていない、該当なし 1
在外研究の終了 1
派遣期間終了 1
留学期間の終了のため 1
日本の勤務先の大学を休職して外国に行ったので、休職期
間が終わると、帰国し、復職する必要があった。

1

日本から派遣されて海外留学したが、帰国の指示が出た。 1
米国に残る予定であったが、大学院時代の恩師が独立され
てstaffを必要としていたため帰国した

1

日本の大学の職に公募して採用された 1
日本での研究生活を望んだため 1
派遣期間も終了 1
短期間の勉強で、私費での滞在であったので（1か月程度 1
当初から予定していた期間を終了して帰国していますので上
の（5）にも該当しないかもしれません。

1

在外研究期間の終了 1
帰国時（1976.10.1）X線領域の新光源計画があり予算化され
計画が実行される期待感があった。

1

近々退職（定年）する人の補充が約束されていなかったた
め、海外に人が行っていると、人手が不足しているのでという
補充のための理由づけができなくなるので帰国するようにい
われました。留学先では延長するためにお金を用意してくれ
る準備があったのですが断わらざるを得ませんでした。

1

勤務先の留学制度を利用しているので帰国は絶体の条件
（税金を使って留学したのだから帰国してその成果を反映す
べきは当然）

1

派遣期間の終了による。 1
雇用機関からの派遣期間が終了した。 1
JICAの任期終予 1  
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問１５．１　海外での研究活動予定

予定している 予定していない 無回答 有効回答数
21 996 19 1036  

 
問１５．２　海外での研究活動滞在予定期

滞在予定期間 人数
3ヵ月以内 3
半年以内 3
1年以内 5

1年以上3年未満 5
5年以上 3

不明 2
総数 21  

 
 
問１６　日本から離れて海外で研究活動を行う理由（問１５．１で”はい”を選択したもの）

※複数回答有
海外で研究を予定する理由 該当する 該当しない 無回答 有効回答総数

1 海外で博士号を取得する 1 20 0 21
2 日本で博士号を取得し、さらに研鑽を積む 6 15 0 21
3 ポスドクが終了する 0 21 0 21
4 雇用期間が終了する 3 18 0 21
5 雇用機関から派遣される 8 13 0 21
6 ポスドクの職が見つかった 1 20 0 21
7 ヘッドハンティングされた 5 16 0 21
8 さらに給与の高い職業が見つかった 2 19 0 21
9 海外の方が職を見つけやすい 2 19 0 21

10 論文等の研究成果を出しやすい 7 14 0 21
11 研究のさらなる発展や継続が可能 17 4 0 21
12 日本には存在しない研究分野で仕事ができる 9 12 0 21
13 自分自身の研究チームの構築が可能 3 18 0 21
14 新しい研究チームを作れる可能性 9 12 0 21
15 家族の事情がある 0 21 0 21
16 経済的理由のため 0 21 0 21
17 その他 1 1

その他の理由 該当する

1）発展途上国に技術指導。2）有害性の高い環境かあり、生
体影響と有害曝露の関係を明らかにする。3）予防対策の指
導。

1
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問１７－１　異動回数

男性 女性 合計
0回 329 22 351
1回 346 23 369
2回 117 21 138
3回 71 8 79
4回 43 7 50
5回 18 7 25
6回 11 1 12
7回 6 0 6
8回 4 0 4
9回 2 0 2

10回以上 0 0 0

合計人数 947 89 1036
移動回数合計 1213 158 1371
平均移動回数 1.28 1.78 1.32  

 
 
問１７－２　海外勤務経験

男性 女性 合計

総数 97 13 110

民間企業 16 2 18

非営利団
体・その他

3 1 4

公的機関 17 1 18

大学等 60 9 69

不明・無効 1 0 1

850 76 926

947 89 1036

海外勤務国 回数
　東南アジア 4

香港 1
韓国（・朝鮮） 1

中国 2
　西アジア 1

ネパール 1
　中近東 0
　アフリカ 0
　西ヨーロッパ 20

スウェーデン 2
イギリス 6
ベルギー 1

ドイツ 6
フランス 4
スイス 1

　東ヨーロッパ 0
　北米及び中米 67

カナダ 5
アメリカ 60
メキシコ 2

　南米 0
　大洋州 0
　その他 33

無国籍(不明等） 33

海外勤務経験あり

海外勤務経験なし

回答者総数
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問１７－３　国内外のセクター間異動

民間企業
非営利団体・

その他
公的研究機

関
大学等

民間企業 275 9 23 43 350
非営利団体・その他 4 15 10 22 51
公的研究機関 12 9 145 53 219
大学等 17 16 41 200 274

308 49 219 318 894

民間企業
非営利団体・

その他
公的研究機

関
大学等

民間企業 6 0 3 5 14
非営利団体・その他 0 0 1 0 1
公的研究機関 0 1 3 6 10
大学等 1 1 6 21 29

7 2 13 32 54

民間企業
非営利団体・

その他
公的研究機

関
大学等

民間企業 2 0 0 0 2
非営利団体・その他 1 0 2 3 6
公的研究機関 2 0 1 9 12
大学等 4 0 5 32 41

9 0 8 44 61

民間企業
非営利団体・

その他
公的研究機

関
大学等

民間企業 0 0 0 0 0
非営利団体・その他 0 0 0 0 0
公的研究機関 0 0 0 1 1
大学等 1 0 1 2 4

1 0 1 3 5

移
動
元

合計

移動先

海外→国内への移動
移動先

合計国内での移動

国内→海外への移動

合計

移
動
元

移動先

合計

合計

移動先
合計

移
動
元

合計

移
動
元

海外での移動

合計

 
 
 
問１８　日本人研究者の流動性は5年前に比べて

5 4 3 2 1 0
極めて
増加し

やや増
加した

変化し
ていな

やや減
少した

極めて
減少し

わから
ない

総数

人数 56 523 182 29 9 240 1039

平均値 3.74  
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問１９　日本における流動性の先進諸国との比較

5 4 3 2 1 0

極めて
高い

やや高
い

同等で
ある

やや低
い

極めて
低い

わから
ない

総数

国内機関間 3 45 107 423 254 207 1039

平均値

国内から海外 8 91 126 333 229 252 1039

平均値

海外から国内 2 55 114 286 322 260 1039

平均値

1.94

1.71

1.88  
 
 
問２１　国内から海外への流動性が低い理由

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

日本の方が海外よりも研究レベル
が高い

10 82 188 213 54 15 562 3.40

日本の方が研究施設や研究設備が
充実している

7 97 177 215 43 23 562 3.35

日本の方がポストをみつけやすい 36 234 99 127 35 31 562 2.79

日本の方が研究資金が潤沢である 9 42 167 242 73 29 562 3.62

日本の方が生活環境がよい 67 302 113 56 8 16 562 2.33

日本の方が給与水準がよい 12 113 199 145 30 63 562 3.13

他の先進国と距離的に離れている 66 270 116 65 24 21 562 2.46

海外へ移籍した後、日本に帰ってく
るポストがあるか不安

188 292 34 21 4 23 562 1.82

海外の研究機関に移籍するための
コネクションがない

88 323 86 38 10 17 562 2.20

海外へ出ることのデメリットの方が
大きいので日本で研究していれば

十分
49 228 129 102 27 27 562 2.68

優秀な研究者は所属機関が手放さ
ない

30 188 160 107 29 48 562 2.85  
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問２２　海外から国内への流動性が低い理由

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

海外の方が研究レベルが高い 58 246 191 74 9 30 608 2.53

海外の方が研究施設や研究設備が
充実している

76 254 166 72 3 37 608 2.43

海外の方がポストを見つけやすい 90 277 124 59 3 55 608 2.29

海外の方が研究資金が潤沢である 77 278 159 44 2 48 608 2.32

海外の方が生活環境がよい 30 166 229 119 10 54 608 2.84

海外の方が給与水準がよい 47 165 222 83 10 81 608 2.70

他の先進国と地理的に離れている 64 275 128 75 26 40 608 2.52

日本の生活習慣や文化的な違いに
なじめない

110 303 92 48 15 40 608 2.21

日本ではこどもの教育に不安がある 73 244 124 68 23 76 608 2.47

日本では配偶者の就業場所を見つ
けることが困難

94 292 106 45 7 64 608 2.21

入国手続きや滞在手続きなど事務
作業が煩雑

70 225 149 51 20 93 608 2.47

日本の生活費が高く暮らしにくい 96 307 111 48 10 36 608 2.24

外国人が日本でポストを見つけるこ
とが困難

190 318 43 18 3 36 608 1.82  
 
 
問２３　流動性増加のメリット

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

所属機関は優れた人材を確保でき
る

189 573 148 69 5 55 1039 2.11

所属機関は人材のやる気を引き出
せる

129 480 246 100 20 64 1039 2.39

所属機関は新しい研究領域を開拓
できる

237 603 108 40 4 47 1039 1.96

所属機関は新しい文化を取り入れら
れる

216 568 128 56 9 62 1039 2.05

所属機関は論文等の業績が少ない
研究者等の転出を促せる

93 343 274 170 34 124 1038 2.69

流動性は研究者本人のキャリアアッ
プにつながる

169 521 181 83 9 76 1039 2.21

研究者の給与が上がる 36 165 435 188 60 155 1039 3.08

研究者の研究能力が高まる 135 521 227 68 15 73 1039 2.28

周囲の研究者に対して刺激を与え
ることによって、彼らの研究能力が

高まる
162 615 146 44 12 60 1039 2.11

研究者が異分野との研究者と交流
できる

217 609 118 40 10 45 1039 2.01

研究者が新しい研究領域を開拓で
きる

185 563 177 48 6 60 1039 2.11

研究者本人が新しい文化を取り入
れられる

165 600 160 49 5 60 1039 2.11

周囲の研究者が新しい文化を取り
入れられる

128 599 181 53 4 74 1039 2.18  
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問２４　流動性増加のデメリット

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

所属機関は優れた人材を失いやす
くなる

150 581 154 79 21 54 1039 3.77

所属機関のノウハウが流出しやすく
なる

220 499 160 87 19 54 1039 3.83

長期の研究計画の設定が困難にな
る

194 513 187 88 14 43 1039 3.79

研究テーマの継続性が失われやす
くなる

152 482 228 106 15 55 1038 3.66

業績主義が強くなるので、研究テー
マが制約され、独創性が発揮できな

くなる
140 368 268 159 34 70 1039 3.43

長期的な基礎研究の実施が難しくな
る

197 450 199 126 16 51 1039 3.69

異動によって研究者の収入が減る 25 128 496 174 32 184 1039 2.93

研究者が退職金で不利になる 130 343 255 96 14 201 1039 3.57

研究者が年金や保険の面で不利に
なる

103 314 292 94 22 214 1039 3.46

研究者が昇任の面で不利になる 43 212 387 194 36 167 1039 3.04

日本の研究レベルが低下する 25 102 336 324 122 130 1039 2.54  
 
 
問２５　日本人研究者の流動性は5年前に比べて

5 4 3 2 1 0
極めて
増加し

た

やや増
加した

変化し
ていな

い

やや減
少した

極めて
減少し

た

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

日本人研究者の海外への転出は5
年前に比べて

20 342 296 50 3 328 1039 3.46
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問２６　外国へ転出する理由

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

海外の方が日本よりも研究レベル
が高い

119 539 253 56 3 69 1039 3.74

海外の著名な研究者の下で研究が
できる

254 623 78 20 1 63 1039 4.14

研究施設や研究設備が日本より充
実している

149 473 262 67 3 85 1039 3.73

日本に比べ海外には多くのポストが
見つかる

68 318 350 104 16 183 1039 3.37

日本に比べ研究費が潤沢で研究に
専念できる

116 395 304 65 6 153 1039 3.62

海外の方が日本よりも研究環境が
よい

45 190 433 208 28 135 1039 3.02

海外に方が日本よりも給与水準が
高い

46 225 391 154 13 210 1039 3.17

海外では、研究成果と能力に応じて
昇進できるシステムがある

106 486 196 42 3 206 1039 3.78

専門分野の研究能力とあわせ、コ
ミュニケーションや議論のための語

学能力を高めることができる
223 583 128 37 6 62 1039 4.00

キャリアアップにつながる 218 632 111 15 2 61 1039 4.07

研究対象が現地に存在している 87 346 321 84 21 180 1039 3.46

海外でキャリアを積むことが日本の
研究者コミュニティで評価される

166 484 215 65 14 95 1039 3.77
 

 
 
問２８　日本滞在外国人研究者の増加

5 4 3 2 1 0

極めて
増加し

た

やや増
加した

変化し
ていな

い

やや減
少した

極めて
減少し

た

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

日本に滞在する外国人研究者は5
年前に比べて

27 373 329 30 1 279 1039 3.52
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問２９　外国人の日本在籍理由

1 2 3 4 5

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い
総数

平均値（わか
らないを除く）

対象となる研究分野で日本のレベ
ルが高い

42 286 51 14 2 395 3.90

著名な研究者の下で研究できる 23 169 146 42 2 382 3.45

研究施設や研究設備が充実してい
る

22 228 118 22 3 393 3.62

外国人研究者の受け入れ制度が充
実している

9 132 161 78 8 388 3.15

日本は研究費が潤沢で研究に専念
できる

6 73 194 84 16 373 2.92

日本は治安がよく生活しやすい 67 258 51 14 1 391 3.96

日本の方が給与が高い 41 153 135 33 4 366 3.55

日本の大学や研究機関に適当なポ
ストがある

5 115 164 73 15 372 3.06

能力に応じて昇進できるシステムが
ある

0 22 170 137 39 368 2.48

日本の人事評価が公平である 1 18 160 143 46 368 2.41

外国にポストがなく、仕方なく日本に
来ている

28 120 116 63 14 341 3.25
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問３０　外国人の日本から離れる理由

1 2 3 4 5 0

非常に
該当す

る

やや該
当する

どちらで
もない

あまり
該当し
ない

全く該
当しな

い

わから
ない

総数
平均値（わか
らないを除く）

出身国や他国で満足できるポストを
獲得

154 217 15 1 1 7 395 4.35

出身国や他国の研究機関や研究者
による招聘

102 236 37 7 1 12 395 4.13

当初より他国での研究活動を希望 41 216 91 15 1 31 395 3.77

他国の研究施設・研究設備の充実 25 159 140 32 2 37 395 3.48

研究活動で日本語を使わなければ
ならない

38 147 120 61 8 21 395 3.39

研究業務の事務手続きが煩雑で煩
わしい

42 148 110 47 5 43 395 3.50

任期付雇用契約のため将来が不安 72 207 64 25 2 25 395 3.87

競争的資金の獲得が困難 48 172 114 22 5 34 395 3.65

日本の生活習慣になじめない 37 176 111 36 6 29 395 3.55

日本ではこどもの教育面で不安が
ある

45 164 97 38 4 47 395 3.60

配偶者の就業場所を見つけるのが
困難

46 195 73 30 2 49 395 3.73

日本人との人間関係を構築するの
が困難

20 142 134 61 6 32 395 3.30

滞在許可等の事務手続きが煩雑 35 152 100 34 7 67 395 3.53

生活費が高く暮らしにくい 50 235 69 20 2 19 395 3.83

日本では希望するポストに就くこと
が困難

72 226 60 9 2 26 395 3.97

外国人に対する人事評価制度が適
切でない

50 149 117 25 3 51 395 3.63

もともと一時的な計画での来日だっ
た

118 187 59 4 0 27 395 4.14
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参考資料２．調査票手引き 
 
＜記入要領＞ 
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参考資料３．調査票 
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